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マイスター・ハイスクール（次世代地域産業人材育成刷新事業）

■ 第４次産業革命の進展、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）、六次産業化等、産業構造・仕事の内容は急速かつ絶えず革新。

■ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の中、DX,IoTの進展の加速度がさらに高まり、革新の流れは一層急激に。

■ こうした中、地域産業の人材育成の核となる専門高校の社会的要請として、産業構造・仕事の内容の絶え間ない変化に即応した職業人材育成が求められる。

産業界等と一体となった専門高校改革を推進するとともに、地域産業の持続的な成長を牽引する最先端の職業人材を育成

⚫ 「マイスター・ハイスクール」を指定し、産業界他関係者一体となったカリキュラム刷新・

実践（コース、学科改編等）

⚫ マイスター・ハイスクールＣＥＯを企業等から採用し学校の管理職としてマネジメント

⚫ 企業等の技術者・研究者等を教員として採用

⚫ 企業等での授業・実習を多数実施、企業等の施設・設備の共同利用

⚫ 専攻科設置や高専化、大学連携等の一貫教育課程導入等の抜本的な改革 等

●研究開発校（マイスター・ハイスクール）指定

令和5年度予算額（案） 3億円

（前年度予算額 3億円）

背景・課題

事業内容

●デジタル田園都市国家構想基本方針（令和４年６月７日閣議決定）より抜粋

（中略）専門高校（農業高校、工業高校、商業高校等）において、地方公共団体や産業界等と連携・協働した実践的な職業教育を推進することで、地域経済の活性化を担う
人材養成に果たす役割を強化する。

●マイスター・ハイスクールにおけるPDCAサイクル構築

⚫ 「マイスター・ハイスクール」におけるカリキュラム開発等の取組につい

て、第３者機関が指導助言や成果の検証、PDCAサイクル構築、

事業指定終了後の自走に向けた支援を行う

相談

様々な分野の専門家
教育界・産業界双方の経験・
知見を持つ橋渡し役

課題に応じて
相談

助言

●専門学科デジタルコンテンツの充実 ●専門高校の取組発信による魅力向上

民間事業者

伴走者 アドバイザーマイスター・ハイスクールＣＥＯ

産業界・地方自治体・学校設置者（管理機関）

専門高校

産業実務家教員

産業界

事業指定終了後の自走に向けた支援

【件数：１箇所】 【委託先：民間事業者】

助言
情報提供
成果検証等

【件数：17箇所 (継続15箇所含む)】 【委託先：学校設置者、地方公共団体、民間事業者等】



１．背景・趣旨

職業系の専門高校は、我が国の産業振興を担う高校段階での職業人を育成し、これまで我が国の高度成長・工業化に大きく貢

献してきた。

その一方、高等学校教育の事実上の全入時代、高等教育進学の多様化といった、社会の構造変化に伴い、専門高校における進

路も多様になってきている中、個別の専門高校では特色・魅力ある取組も見られる半面、社会的ミッションである我が国の産業

振興に資する人材育成というマクロ政策の観点からはその役割が不明瞭になっており、産業政策・地方創生に向けて産業人材育

成機関としての専門高校の在り方を抜本的に充実すべきという指摘も見られる。

人口減少の一層の進展、農業の「６次産業化」という言葉に表れるような従来の産業分類を超えた産業動態のボーダレス化の

加速化等を踏まえると、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）・成長産業化を進めることのできる人材育成を担う専門高

校の抜本改革は、我が国全体、全国各地の持続可能成長にとって喫緊の課題であり、とりわけコロナ禍の中、世界全体が第４次

産業革命に向けたＩoＴ等のＤＸを進めていく上で、産業政策と高校教育の結節点である専門高校において、持続可能な産業成

長・企業変革力の基盤となる人材供給を担う革新の緊急性は高まる一方である。

中央教育審議会においても、こうした背景を踏まえ、待ったなしの課題として、専門高校を含め高等学校の在り方を議論して

いるところであり、文部科学省としても、教育課程の開発・実施・改革に至るまで、企業・産業界と教育界が一体化し、成長産

業化を図る企業の変動的取組と高校の地域職業人育成改革の同期化に向け、７０年の職業系専門高校の歴史上、前例のない、産

業界と一体となった職業系の専門高校教育課程・体制を一気呵成に進め、企業のダイナミックケイパビリティの確保・成長産業

化を図るとともに、その人材育成機能を持続可能化する令和時代の人材育成システムを新たに構築していくものである。

本事業はこうした考え方の下、地域の職業人育成を担う専門高校における教育改革と成長産業化に向けた企業改革を同期化し

て進めていくという国家的な社会要請に基づき、国としてモデル事業を行うことで、全国展開に向けた各種コスト低減を図り、

各地域での成功事例の創出を目指すものである。
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高校卒業新卒社員など若年層に対するニーズが高い一方で、立地地域に求めている人材がいないといった見解が多くあがって

いる。

令和２年10月26日 第2回これからの高等学校教育のあり方研究会（日本商工会議所資料）

（参考）職業人材育成に係る産業界の声

こうした需給ギャップを解決すべく、地域の産官学金等が主体的に一体・協働し、地域の将来像・産業ビジョンを踏まえ、絶えず変革する
カリキュラムを進める令和版職業系専門高校という地域産業人材育成システムの構築、ひいては成長産業化、持続可能な地方創生

マイスターハイスクールのミッション
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① 管理機関は、本事業の運営に関する意思決定、評価等を行う「マイスター・ハイスクール運営委員会」を

設置すること。

② マイスター・ハイスクール運営委員会は、地方公共団体（市区町村、都道府県）が掲げる地域産業の未

来像（「まち・ひと・しごと創生総合戦略」等に位置付けられている各地域の産業に関する数値目標等）を

実現するため、５年後１０年後を見据えた高校段階で育成すべき人材像の検討を行い、それに資する人

材を育成するための実施計画としての「マイスター・ハイスクールビジョン」を策定するとともに、「マイス

ター・ハイスクールビジョン」の検証・改善、進捗管理をすること。また、マイスター・ハイスクール事業推

進委員会及び指定校の取組に対し、検証・評価及び指導・助言を行うこと。

③ マイスター・ハイスクール運営委員会は、本事業実施の統括者の役割を果たすマイスター・ハイスクー

ルＣＥＯを、産業界等（地方公共団体（主に基礎自治体である市区町村を想定）、地方銀行等の金融機

関、企業、商工会議所等の経済団体、農業協同組合及び漁業協同組合等の協同組合）等の現役役職

者（部長級相当職等を想定）から選任し、マイスター・ハイスクール事業推進委員会の委員長とするとと

もに、学校設置者は、マイスター・ハイスクールＣＥＯを指定校に管理職等として配置すること。（詳細に

ついては、「（７）①マイスター・ハイスクールCEO」を参照）

２．申請要件（1/3）

マイスター・ハイスクール事業の実施にあたっては、①～⑨について取り組むこと。
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④ マイスター・ハイスクール運営委員会は、産業界の最先端の技術・知識等を指定校において指導する産

業実務家教員になる人材を産業界等の人材から選任するとともに、学校設置者は、産業実務家教員に

特別免許状を付与し、指定校に常勤の教諭等として配置すること。指定校においては、実験・実習を中

心に年間を通して産業実務家教員による担当授業を設定すること。（詳細については、「（７）②産業実

務家教員」を参照）

⑤ 管理機関は、マイスター・ハイスクール運営委員会の決定事項に基づき、本事業を実行するマイスター・

ハイスクール事業推進委員会をマイスター・ハイスクール運営委員会の下に設置すること。

⑥ マイスター・ハイスクール事業推進委員会は、「マイスター・ハイスクールビジョン」に基づき、育成すべ

き人材像の育成に必要な学科や年限の改編も含めた教育課程の刷新の方向性を検討、決定。（指定校

の教育課程における研究開発に当たっては、必要に応じて、学校設定教科・科目の設定、教育課程の

特例を活用した取組等を行うこと。）

２．申請要件（2/3）
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⑦ 指定校においては、産業界等において、産業界等の施設・設備を活用し、体系的な授業・実習を一

定程度実施すること。その際、管理機関（学校設置者、産業界、地方公共団体（市区町村・都道府

県））は、指定校が産業界等の施設内で授業・実習を行えること及び産業界等の施設・設備を共同

利用できることについて、「マイスター・ハイスクールビジョン」の中に含めておくこと。

⑧ 管理機関は、文部科学省による委託期間終了後においても本事業における取組を継続的に取り

組むこと。

⑨ 管理機関は、絶えず進化する最先端の職業人材育成の推進及びそれに資する教育課程等に関す

る研究開発の成果普及を実施するために、指定校と連携しながら、随時管理機関や学校のWebペ

ージ等で成果を発信するとともに、研究成果報告会を行うこと。

２．申請要件（3/3）
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⚫ すべての意思決定・統括
⚫ 地方公共団体（市区町村、都道府県）が掲げる地
域産業の未来像の実現するため、５年後１０年後
を見据えた、高等学校で育成すべき人材像の検討
を行い、それに資する人材を育成するための実施
計画としての「マイスター・ハイスクールビジョン」を
策定

⚫ 数値目標・指標の設定
⚫ 事業推進機関を評価（監査）する
⚫ マイスター・ハイスクールＣＥＯ（産、官、金融等）、
産業実務家教員の選任 等

３．事業内容

▢ 事業全体の構図イメージ

文部科学省

共同申請

マイスター・ハイスクール
運営委員会

マイスター・ハイスクール
事業推進委員会

申
請
者

(

管
理
機
関)

意
思
決
定
機
関

事
業
推
進
機
関

想定されるメンバー構成役割

⚫ 「マイスター・ハイスクールビジョン」に基づ
き、育成すべき人材像の育成に必要な学
科や年限の改変も含めた教育課程の刷
新の方向性を検討、決定

⚫ 高等教育機関（大学、高専、専門学校）、
金融機関、産業界との連携 等

⚫ ○○県立工業高校校長

⚫ △△市長

⚫ 株式会社□□取締役社長

⚫ ○○県教育委員会教育長

⚫ ○○商工会議所会頭

⚫ ○○銀行頭取

⚫ 産業政策、地方創生、学校地域連携等
に専門的知識を有する者 等

⚫ マイスター・ハイスクールCEO
⚫ ○○県立工業高校校長
⚫ △△市 商工労働部長
⚫ ◇◇株式会社部長
⚫ ○○県教育委員会部課長
⚫ ○○商工会議所部長
⚫ ○○銀行地方創生担当部長
⚫ 指定校内の本事業推進に係る分掌組織の代
表（長、産業実務家教員） 等

申請 委託

事業実施

⚫ 申請は、共同申請を前提とします。
⚫ 本事業を共同で実施する学校設置者（国立の高等学校等を設置する国立
大学法人、公立の高等学校等を所管する教育委員会、私立の高等学校
等を設置する学校法人）、産業界（企業、商工会議所等の経済団体、農
業協同組合及び漁業協同組合等の協同組合、地方銀行等の金融機関）
、地方公共団体（市区町村・都道府県）等を、「管理機関」と称することとす
る。

⚫ マイスター・ハイスクール運営員会は、地方公共団体が掲げる地域産業の
未来像（例えば「まち・ひと・しごと創生総合戦略」等）を実現するため、専門
高校（教育委員会等）と産業界が、地方公共団体を含め、高校段階での５
年後１０年後を見据えた、人材育成の在り方を検討

⚫ マイスター・ハイスクール事業推進委員会は、「マイスター・ハイスクールビ
ジョン」に基づき、育成すべき人材像の育成に必要な学科や年限の改変も
含めた教育課程の刷新の方向性を検討、決定

産業界 地方公共団体
(市区町村、都道府県)

専門高校
(学校設置者)
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３．事業内容

▢ 事業スケジュール（例）

１年目

２年目

３年目

管理機関 意思決定機関 事業推進機関

⚫ 委託契約締結（管理機関の内、代表
となる者）

⚫ 事業の進捗管理・必要な支援
⚫ １年目、ＣＥＯ及び産業実務家教員

は非常勤職員として任用
⚫ 翌年度の人事管理面の準備（ＣＥＯ

及び産業実務家教員の人事上の手続
き等）

⚫ 実施報告 等

⚫ マイスター・ハイスクールＣＥＯと産業
実務家教員を選任

⚫ 地方公共団体（市区町村、都道府県）が
掲げる地域産業の未来像の実現するため
、５年後１０年後を見据えた、高等学校
で育成すべき人材像の検討を行い、それ
に資する人材を育成するための実施計画
としての「マイスター・ハイスクールビ
ジョン」を策定

⚫ マイスター・ハイスクールCEOを中心に
「マイスター・ハイスクールビジョン」
に基づき、育成すべき人材像の育成に必
要な学科や年限の改変も含めた教育課程
の刷新の方向性を検討、決定

⚫ 翌年度新入生の教育課程の検討・刷新・
編成

⚫ 委託契約締結（管理機関の内、代表
となる者）

⚫ 事業の進捗管理・必要な支援
⚫ 翌年度の人事管理面の準備（ＣＥＯ

及び産業実務家教員の人事上の手続
き等）

⚫ ２年目以降、ＣＥＯは副校長・教頭
等として、産業実務家教員は産業実
務家教員は常勤として配置すること
を想定

⚫ 実施報告 等

⚫ マイスター・ハイスクールCEOを中心に
「マイスター・ハイスクールビジョン」
に基づき、育成すべき人材像の育成に必
要な学科や年限の改変も含めた教育課程
の刷新の方向性を検討、決定

⚫ 1年生向けの新教育課程実施
⚫ 翌年度新入生の教育課程の検討・刷新・

編成
⚫ 学科改革等（３年課程の延長等を含む）

を協議・検討

⚫ 「マイスター・ハイスクールビジョン」の
評価検証・改善、進捗管理

⚫ マイスター・ハイスクールCEOを中心に
「マイスター・ハイスクールビジョン」
に基づき、育成すべき人材像の育成に必
要な学科や年限の改変も含めた教育課程
の刷新の方向性を検討、決定

⚫ 1年生向けの新教育課程実施（最速で学
科再編改革等スタート）

⚫ 翌年度新入生の教育課程の検討・刷新・編
成

⚫ 学科改革等（３年課程の延長等を含む）
を協議・検討

⚫ 「マイスター・ハイスクールビジョン」の
評価検証・改善、進捗管理

⚫ 委託契約締結（管理機関の内、代表
となる者）

⚫ 事業の進捗管理・必要な支援
⚫ 翌年度の人事管理面の準備（ＣＥＯ

及び産業実務家教員の人事上の手続
き等）

⚫ 実施報告 等

（学校設置者・産業界・地方
公共団体）

（マイスター・ハイスクール
運営委員会）

（マイスター・ハイスクール
事業推進委員会）
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１．想定される人物について
⚫ 産業界等（地方公共団体（主に基礎自治体である市区町村を想定）、地方銀行等の金融機関、企業、商
工会議所等の経済団体、農業協同組合及び漁業協同組合等の協同組合）の現役役職者（部長級相当
職等を想定）の出向を想定。

２．役割について
⚫ マイスター・ハイスクール事業推進委員会の委員長となり、 「マイスター・ハイスクールビジョン」実行の中
心人物として、職業人材育成システムを構築し、指定校における取組の実行を統括する役割を担う。

⚫ 指定校における取組の実行の統括者として、学科や年限の改変も含めた教育課程の刷新の方向性を検
討、決定し、高等教育機関（大学、高専、専門学校）、金融機関、産業界との連携等を行う。

３．身分等について
⚫ 常勤職員として、校長、副校長、教頭として配置することを想定しているが、初年度から常勤職員として
配置が困難な場合は、非常勤職員として任用することも可能とするが、その場合でも出来る限り、早期に
管理職とすることが望ましい。
→非常勤職員として配置している間も、事業の統括者としての役割を果たせるよう校内でもその立場を確
立させること。

※マイスター・ハイスクールCEOの配置計画については、審査の際の重要な基準として設定。

４．その他
⚫ 人件費については、一定の範囲内で委託費から充当可能とすることとなるが、事業終了後は、管理機関
（産業界、学校設置者、地方公共団体（市区町村等））において負担することとなることを見越して事業を
計画すること。

⚫ 複数校を対象とする場合には、各指定校にCEOを配置することを原則とし、そのうち１名がマイスター・ハ
イスクール事業推進委員会の委員長となること。

３．事業内容

マイスター・ハイスクールCEOについて
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３．事業内容

１．想定される人物について

⚫ 成長産業化に必要不可欠な資質能力を育成するために、例えば高校生が社会で活躍する数年先において社会実装さ
れる技術等に係る知見も有する技術者・研究者等（地域の産業特性に応じた最先端の技術（数年後に社会実装される

ことも視野に入れた）に携わっている技術者・研究者、現在地域の市場化に至らない魅力を成長産業化に変革する取

組に携わっている実務家・学識者等、成長産業化に必要な資質能力を育成することに資する実務経験が豊かな者）を
想定。

⚫ 産業界等からの出向または兼務を想定。

２．役割について

⚫ 指定校における実験・実習において、産業界の最先端の技術・知識等の指導を主に担当するとともに、指定校内の本

事業推進に係る分掌組織に属し、当該組織の長を補佐し、特に産業界と一体となった教育課程の企画に関して統括す
る。

３．身分等について
⚫ 特別免許状を付与し、常勤の教諭として配置することを想定しているが、初年度からの常勤の教諭として配置が困難

な場合は、特別非常勤講師制度を活用し、非常勤講師として配置することも可能とする。なお、その場合でも出来る限

り、都道府県教育委員会において、早期に特別免許状を付与し、常勤の教諭として配置とすることが望ましい。
→特別非常勤講師として配置している間も、マイスター・ハイスクール事業推進委員会の構成員として

、教育課程の刷新の検討に携わる役割を果たせるよう校内でもその立場を確立させること。

※産業実務家教員の配置計画については、審査の際の重要な基準として設定。

４．その他

⚫ 人件費については、一定の範囲内で委託費から充当可能とすることとなるが、事業終了後は、管理機関（産業界、学
校設置者、地方公共団体（市区町村等））において負担することとなることを見越して事業を計画すること。

⚫ 年間を通じて、少なくとも、週２～３コマは、実践的な実験・実習の授業を行うこと。

⚫ 複数校を指定校とする場合には、各指定校に産業実務家教員を配置すること。

産業実務家教員について
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⚫ 本運営委員会は、本事業の運営に関する全ての意思決定を行う。

⚫ 本運営委員会において、地方公共団体（主に基礎自治体）が掲げている、地域産業の未来像（「市町村まち・ひと

・しごと創生総合戦略」等に位置付けられている各地域の産業に関する数値目標等）を実現するため、 ５年後、１

０年後を見据えた高等学校段階で育成すべき人物像の検討を行い、それに資する人材を育成するための実施計

画としての「マイスター・ハイスクールビジョン」を策定するとともに、 「マイスター・ハイスクールビジョン」の検証・
改善、進捗管理を行う 。

⚫ 本事業における数値目標・指標を設定し、事業の進行に対する評価、指導・助言を行う。

⚫ 事業実行の統括者となるマイスター・ハイスクールCEO 及び実験・実習の指導者となる産業実務家教員を選任
する。

⚫ 想定される構成員は、指定校の校長、市区町村の首長、共同申請者である産業界の代表者等（○○株式会社取

締役社長、□□商工会議所会頭、○○銀行頭取、等）、学校設置者の教育長（○○県教育長）、産業政策、地方
創生、学校地域連携等に専門的知識を有する者（○○大学教授、株式会社◆◆取締役社長、□□銀行経営企

画部長、等）

マイスター・ハイスクール運営委員会

⚫ 本事業推進委員会は、 マイスター・ハイスクール運営委員会が策定した「マイスター・ハイスクールビジョン」に基

づき、指定校における事業の具体的な実行を行う。
⚫ マイスター・ハイスクールビジョンに基づき、育成すべき人材像の育成を行うのに必要な学科や年限の改変も含

めた教育課程の刷新の方向性について、検討、決定する。

⚫ 教育課程については、産業界の動向等も踏まえ、原則毎年度検討・刷新を行うこととする。
⚫ マイスター・ハイスクールCEO を中心に、指定校における事業の推進のために必要な連携機関（高等教育機関、

金融機関、産業界）との連携を進める。

⚫ 想定される構成員は、マイスター・ハイスクールCEO 、指定校の校長、地元基礎自治体の産業部局部長等、共
同申請者である産業界の管理職等（○○株式会社部長、□□商工会議所部長、○○銀行地方創生担当部長、

等）、学校設置者の教育委員会管理職（○○県教育委員会課長）、指定校内の本事業推進に係る分掌組織の代

表（長、産業実務家教員） 等

マイスター・ハイスクール事業推進委員会

３．事業内容
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①共同申請する学校設置者、産業界、地方公共団体（市区町村、都道府県）、及び事業を実施する学校（学科
名、生徒数、教員数等を含む）の名称

②事業計画名、内容に関する事項

③「マイスター・ハイスクールビジョン」等に関する事項

④達成目標（定量的目標・定性的目標）に関する事項

⑤実施体制（管理機関、意思決定機関、事業推進機関）に関する事項

⑥マイスター・ハイスクールCEOに関する事項（経歴、配置計画等）

⑦産業実務家教員に関する事項（経歴、配置計画、担当する教科・科目、時数等）

⑦３ヶ年の事業計画に関する事項

⑧事業計画等の進捗状況の定期的な確認や改善の仕組みに関する事項

⑨成果の普及、国の指定期間終了後の取組に関する事項

⑩事業経費に関する事項

＜実現のための方策＞

＜申請事業計画書の主な記載事項＞

上記の未来像を実現するため、産業界、地方公共団体（市区町村、都道府県）、専門高校等が、 ５年後１０年後を見据え
た、専門高校における職業人材育成の在り方について検討し、申請事業計画を作成。

▢ 申請事業計画を作成するに当たっての考え方と計画書への記載内容イメージ

３．事業内容

地方公共団体（市区町村、都道府県）が掲げる地域産業の未来像
（「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」 等々）
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➢ 複数企業型

・○○株式会社

・◇◇株式会社

➢ 連合体型

・△△商工会議所 等

➢ 組合型

・××協同組合 等

➢ 単一企業型

・○○株式会社

専門高校
（学校設置者）

産業界
（企業、商工会議所等の経済団体、
農業協同組合及び漁業協同組合等
の協同組合、地方銀行等の金融機
関）

地方公共団体
（市区町村・都道府県）

▢ 連携パターン（例）

➢ 単一高校型

・○○工業高校

➢ 単一高校複数学科型

・◇◇商工高校工業学科

・◇◇商工高校商業学科

➢ 複数高校型

・○○工業高校

・△△農業高校

➢ 複数高校同一小学科型

・○○工業高校機械科

・□□工業高校機械科

３．事業内容

・○○市（県）産業部局

・○○市産業部局

・◇◇市産業部局
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▢マイスター・ハイスクール事業では、それぞれの事業に担当の伴走者がつき、以下のような課題に

対し、他校他地域の事例紹介や解決に向けた支援や成果の検証等を行います。（ＰＤＣＡサイ

クル構築調査研究として、令和３年度より(株)ソフィアが受託）

✔教育界と産業界の連動連携に関する課題

✔専門教科の改善に向けた課題と参考になる事例や先端情報

✔産業界における最先端人材の潮流や今後の方向性、人材育成の変化・ありかたについて

✔他の指定校の動きや好事例の共有

４．ＰＤＣＡサイクル構築のための調査研究（伴走支援）

14（(株)ソフィア作成資料より抜粋）



 

令和５年度マイスター・ハイスクール事業（次世代地域産業人材育成刷新事業） 

全体の流れ（イメージ） 

 

令和５年１月 12日（木） 

 

 

 

２月 17日（金） 

 

２月下旬～３月上旬 

 

３月中旬から下旬 

   

  

４月以降 

 

 

 

 

３月下旬 

公募開始 

 

 

 

申請事業計画書等提出（①） 

 

＜審査＞ 

 

審査結果公表・指定内定 

実施計画書等提出（②③） 

 

※予算成立の時期により契約時期が変更となります。 

＜契約締結＞ ⇒ 事業実施 

 

実施計画変更申請書提出（必要な場合④） 

 

委託事業完了（廃止）報告書提出（⑤） 

 

＜額の確定＞ 

 

成果報告書提出（⑥） 

※①～⑥は、資料３「提出資料一覧」の番号を参照 

  

資料２ 



提出資料一覧 

 

１．公募時 

提出資料 提出方法 提出期限 資料 番号 

申請書かがみ・同意書 

（別紙様式２－１・２） 

電子メール 
令和５年２月 17日（金） 

正午必着 

公募

要領 
① 

事業全体の概要が分かる

ビジュアル資料 

（別紙様式３） 

申請事業計画書 

（別紙様式４） 

別紙様式４添付資料（令和

５年度在籍生徒の３年間の

教育課程表を入学年度ごと

に作成したもの、学校のパ

ンフレット） 

所要経費 

（別紙様式５－１～３、根

拠資料） 

担当者名簿 

（別紙様式６） 

誓約書 

（別紙様式７） 

 

２．指定内定後の契約時 

提出資料 提出方法 提出期限 資料 番号 

実施計画書 

（別紙様式１、教育課程表） 

事業全体の概要が分かる

ビジュアル資料 

（別紙様式３） 

所要経費 

電子メール

又は紙媒体 

指定内定後別途連絡 

委託

要項 
② 

資料３ 



（別紙様式５－１～３） 

担当者名簿（別紙様式６） 

別紙（銀行口座情報） 

その他文部科学省が依頼す

る資料 

電子メール 指定内定後別途連絡 
③ 

 

３．委託契約後 

提出資料 提出方法 提出期限 資料 番号 

実施計画変更申請書 

（別紙様式２） 

電子メール 変更を希望する一月程度

前まで 

委託

要項 
④ 

 

４．事業完了時 

提出資料 提出方法 提出期限 資料 番号 

委託事業完了（廃止）報告書

（別紙様式３） 

完了決算書 

（別紙様式４－１～４） 

電子メール

又は紙媒体 

契約書に記載 
委託

要項

及び

契約

書 

⑤ 

成果報告書 電子メール

及び紙媒体 
契約書に記載 ⑥ 

 



 資料４ 

 

マイスター・ハイスクール事業実施要項 

 

令 和 ３ 年 １ 月 １ ４ 日 
文 部 科 学 大 臣 決 定 

改正 令和４年１月１１日 

改正 令和５年１月１２日 

 

１．趣旨 

 第４次産業革命の進展、デジタルトランスフォーメーション、６次産業化等、産業構造
や仕事内容は急速に変化しており、アフターコロナ社会においては、こうした変化が一
層急激になることが予見される中、産業人材育成を担う専門高校においては、成長産業
化を図る産業界と絶えず連動した職業人材の育成が喫緊の社会的要請になっている。 

これに対応するため、職業教育を主とする学科を置く高等学校及び中等教育学校の後
期課程等（以下「専門高校等」という。）と成長産業化に向けた革新を図る産業界等が一
体となり、地域の持続的な成長を牽引し、絶えず進化する最先端の職業人材育成を推進
し、成果モデルを示すことで、全国各地で地域特性を踏まえた取組を加速化させること
を目指す。 

 

２．事業目的 

  文部科学省は、上記趣旨の達成のため、専門高校等と産業界、地方公共団体が一体とな
って最先端の職業人材育成を推進するとともに、上記趣旨の達成に必要な専門高校等の
職業人材育成にかかる教育課程等の改善に資する実証的資料を得るための研究開発（実
践的な研究を含む。以下同じ。）を行う取組を「マイスター・ハイスクール事業」（以下、
「本事業」という。）として認定し、その中核となる専門高校等をマイスター・ハイスク
ール（以下、「指定校」という。）に指定する。 

 

３．管理機関等 

（１）本要項においては、本事業を実施する機関を「管理機関」と称することとし、管理機
関は、指定校の設置者（国立の高等学校等を設置する国立大学法人、公立の高等学校
等を所管する教育委員会、私立の高等学校等を設置する学校法人）、産業界（企業、商
工会議所等の経済団体、農業協同組合、漁業協同組合等の協同組合、地方銀行等の金
融機関）、地方公共団体（市区町村・都道府県）の３者により構成される。 

（２）管理機関は、本事業を実施するとともに、指定校における取組の進捗を管理し、必要
な支援を行うものとする。 

（３）管理機関は、本事業の運営に関する意思決定、評価等を行う「マイスター・ハイスク
ール運営委員会」を設けることとする。 

（４）「マイスター・ハイスクール運営委員会」は、指定校の校長及び管理機関の３者の代
表者をはじめ、産業政策、地方創生、学校地域連携等に専門的知識を有する者で構成
するとともに、専門的見地から指導助言に当たることとする。 

（５）管理機関は、「マイスター・ハイスクール運営委員会」の下に、「マイスター・ハイ
スクール事業推進委員会」を設けることとし、当該運営委員会の決定事項に基づき、
指定校において本事業を実行する。 

（６）「マイスター・ハイスクール運営委員会」は、指定校の取組の統括者の役割（教育課
程の検討・編成、実施方法の検討、高等教育機関、産業界等との連携等を行う）を担う
者を「マイスター・ハイスクール CEO」として、産業界や地方公共団体の人材から選
任し、「マイスター・ハイスクール事業推進委員会」の委員長とする。 

（７）「マイスター・ハイスクール運営委員会」は、産業界の最先端の技術・知識等を指定
校において指導する役割を担う者を「産業実務家教員」として、産業界等の人材から
選任する。 
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４．認定・指定の手続 

（１）本事業の実施を希望する管理機関は、文部科学省にマイスター・ハイスクール事業に
かかる申請書（以下「事業申請書」という。）を連名により提出するものとする。事業
申請書には指定校に関する同意書を添付するものとする。 

（２）文部科学省は、11．に掲げる「マイスター・ハイスクール事業企画評価会議」（以下、
「企画評価会議」とする。）において、提出された事業申請書を審査し適切と認めると
きは、本事業の実施を認定するとともに、指定校に指定する。 

 

５．事業の委託 

文部科学省は、本事業の実施について、管理機関の内、代表となる者と委託契約を締結
する。 

 

６．研究開発の実施 

   指定校においては、成長産業化を図る産業界と絶えず連動した職業人材育成に資する
教育を重点的に実施し、これに関する教育課程等の改善に資する実証的資料を得るため、
現行教育課程の基準の下での教育課程等の改善に関する研究開発のほか、学校教育法施
行規則第８５条（同規則第１０８条第２項で準用する場合を含む。）並びに第７９条及び
第１０８条第１項で準用する第５５条に基づき、現行教育課程の基準によらない教育課
程を編成、実施して研究開発を行うことができる。 

 

７．事業の運営 

（１）文部科学省は、管理機関から提出された事業申請書の審査及び評価等を行うため、企
画評価会議を開催する。 

（２）文部科学省は、事業の実施状況及び経理処理状況について、管理機関及び指定校に対
し聴取及び実地調査を行うことができる。 

 

８．認定・指定及び委託の期間 

  事業の委託は会計年度毎に行うが、事業の認定・指定期間は、原則として３年間とす
る。 

 

９．実績の報告 

  管理機関は、本事業における研究開発等の成果・実績を年度毎に文部科学省に報告する
ものとする。 

 

10．委託経費等 

（１）文部科学省は、予算の範囲内で、本事業の実施に当たり必要な経費を支出する。 

（２）文部科学省は、必要に応じ、委託に係る研究開発等の経理処理状況について実態調査
を行うものとする。 

 

11．マイスター・ハイスクール事業企画評価会議 

（１）文部科学省に、企画評価会議を置き、本事業の審査・評価を行う。 

（２）企画評価会議は、産業政策、地方創生、学校地域連携等に専門的知識を有する者をも
って構成する。 

（３）企画評価会議は、管理機関及び指定校から、事業の実施状況等について、聴取するこ
とができる。 

（４）企画評価会議は、13．に掲げる調査研究機関等から、調査結果として管理機関及び指
定校の取組状況について、報告を受けるものとする。 

（５）企画評価会議は、管理機関に対して、定期的に事業の評価を行う。 
 

12．文部科学大臣の講ずる措置 

  文部科学大臣は、管理機関における本事業の取組及び指定校における研究開発の内容
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が、趣旨及び事業目的に反し、又は沿わないと判断されるときは、企画評価会議の意見を
聴いて、指定の解除を含めた必要な措置を講ずる。  

 

13．ＰＤＣＡサイクル構築のための調査研究 

本調査研究においては、管理機関における本事業の取組及び指定校における研究開発
等の取組について、各取組に対する指導助言、成果指標等の作成やその検証を行い、当該
事業の改善のためのフォローアップ支援や、ＰＤＣＡサイクルの構築及び運用を推進す
る取組を実施する。また、成果の普及に関する取組、成果と課題を踏まえた、本事業の在
り方を研究する。 

本調査研究は、調査研究機関等に委託することとし、当該調査研究機関等は、本事業に
おける管理機関及び指定校の取組状況の把握等を行うものとする。 

この他、本取組の実施に当たり必要な事項については、「マイスター・ハイスクール事
業」にかかるＰＤＣＡサイクル構築のための調査研究委託要項等による。 

 

14．その他 

管理機関及び指定校は、13．の調査研究において、調査研究機関等が実施する本事業の
取組等に対する調査等について協力するものとする。この要項に定める事項のほか、本
事業の実施に当たり必要な事項については、マイスター・ハイスクール事業委託要項等
による。 

 
 
 



 
資料５ 

マイスター・ハイスクール事業 

委託要項 

 

令 和 ３ 年 １ 月 １ ４ 日 

初等中等教育局長決定 

改正 令和４年１月１１日 

改正 令和５年１月１２日 

 

１．趣旨 

第４次産業革命の進展、デジタルトランスフォーメーション、６次産業化等、産業

構造や仕事内容は急速に変化しており、アフターコロナ社会においては、こうした変

化が一層急激になることが予見される。このため、文部科学省は、職業教育を主とす

る学科を置く高等学校及び中等教育学校の後期課程等（以下「専門高校等」という。）

と成長産業化に向けた革新を図る産業界、地方公共団体（地区町村、都道府県）が一

体となって、地域の持続的な成長を牽引し、絶えず進化する最先端の職業人材育成を

推進するとともに、産業界等と一体となって最先端の職業人材育成に資する教育課

程等に関する研究開発（実践的な研究を含む。以下同じ。）を行う取組を「マイスタ

ー・ハイスクール事業」（以下、「本事業」という。）として認定し、その中核とな

る専門高校等をマイスター・ハイスクール（以下「指定校」という。）に指定し、高

等学校教育改革を推進する。  

 

２．委託内容 

管理機関においては、専門高校等と産業界、地方公共団体が一体となった最先端の

職業人材育成を推進するため、事業の運営に関する意思決定を行うマイスター・ハイ

スクール運営委員会の設置や指定校の取組の統括者の役割を果たすマイスター・ハイ

スクール CEO の配置等、事業の実施体制を整備するとともに、指定校における本事

業の進捗を管理し、当該学校に対し必要な指導・助言・支援等の取組を行う。 

マイスター・ハイスクール運営委員会は、地域産業の未来像を踏まえた、５年後１

０年後を見据えた高校段階の人材育成の在り方を検討して「マイスター・ハイスクー

ルビジョン」として示し、指定校においては、「マイスター・ハイスクールビジョン」

に基づき、成長産業化に向けて革新を図る産業界と一体となって最先端の職業人材育

成に資する教育課程等の研究開発を行う。 

 

３．委託先 

本事業を共同で実施する学校設置者（国立の高等学校等を設置する国立大学法人、

公立の高等学校等を所管する教育委員会、私立の高等学校等を設置する学校法人）、



産業界（企業、商工会議所等の経済団体、農業協同組合及び漁業協同組合等の協同組

合、地方銀行等の金融機関）、地方公共団体（市区町村・都道府県）等を、「管理機

関」と称することとする。本事業への申請は、本事業の実施を希望する管理機関が連

名で行うこととするが、文部科学省は、管理機関の内、代表となる者と本事業の委託

契約を締結する。 

 

４．本事業の実施方法 

管理機関においては、専門高校等を核とし、産業界等と一体となって行う最先端の

職業人材育成を推進するため、事業の運営に関する意思決定を行うマイスター・ハイ

スクール運営委員会の設置、指定校において事業の実行を行うマイスター・ハイスク

ール事業推進委員会の設置、指定校の取組の統括者の役割を担うマイスター・ハイス

クール CEO の配置等を行うことにより、事業の実施体制を整備するとともに、指定

校における取組の進捗を管理し、マイスター・ハイスクール運営委員会と連携しつつ、

当該学校に対し必要な指導・助言・支援等を行う。 

指定校においては、マイスター・ハイスクール運営委員会が策定した「マイスター・

ハイスクールビジョン」に基づき、教育課程の検討、編成等の研究開発を実施し、絶

えず進化する最先端の職業人材育成に資する教育課程等の研究開発を行う。 

 

５．委託期間 

委託期間は、原則として３年間とする。ただし、委託契約については年度毎に締結

することとし、契約期間は委託を受けた日から契約書で定める日までとする。なお、

年度毎の実績や、次年度以降の事業計画を踏まえつつ、継続することが妥当であると

判断された取組を次年度の対象とする。 

 

６．委託手続 

（１）指定内定後、委託を受けようとする管理機関の代表は、実施計画書（別紙様式

１）及び所要経費積算表（別紙様式５-１）を文部科学省に提出する。 

（２）文部科学省は、管理機関の代表から提出された実施計画書等の内容を確認し、

適切であると認めた場合、委託契約を締結する。なお、文部科学省は、必要に応

じて当該計画の見直しを求めることができる。 

 

７．委託費 

（１）文部科学省は、予算の範囲内で本事業に要する経費（諸謝金、旅費、借損料、

会議費、通信運搬費、消耗品費、雑役務費、人件費、設備備品費、消費税相当額、

一般管理費、再委託費）を委託費として支出する。 

（２）文部科学省は、委託費を、額の確定後、委託先の請求により支払うものとする。 



ただし、委託先が事業の完了前に必要な経費の支払を受けようとし、文部科学

省が必要であると認めるときは、契約額の全部又は一部を概算払するものとする。 

（３）契約締結及び支払を行う場合には、国の契約締結及び支払に関する規定の趣旨

に従い、経費の効率的な使用に努めること。 

（４）事業の実施過程において、各事業計画に記載された委託業務の内容を変更しよ

うとするときは、実施計画変更申請書（別紙様式２）を文部科学省に提出し、そ

の承認を受けるものとする。ただし、各事業計画のうち経費の内訳のみを変更す

る場合で、経費区分間で増減する額が各事業計画額の 20％を超えない場合につ

いてはこの限りではない。 

（５）委託費の収入及び支出に当たっては、帳簿を備え、領収書等の支払を証する書

類等を整理し、経理の状況を明らかにしておくものとし、事業を実施した翌年度

から５年間保存する。 

 

８．再委託 

（１）委託を受けた事業の全部を第三者に委託（以下「再委託」という。）すること

はできない。ただし、再委託することが本事業等を実施する上で合理的であると

認められるものについては、一部を再委託することができる。 

（２）事業の一部を再委託しようとする場合は、再委託申請書（別紙様式５－３）及

び再委託先積算（別紙様式５－２）を記載の上、文部科学省に提出し、承認を受

けることとする。再委託の承認後、再委託先の相手方の変更等履行体制に関する

事項の内容に変更が生じた場合も同様とする。 

（３）再委託先は、再委託を受けた事業を第三者に委託（再々委託）することはでき

ない。 

 

９．事業完了の報告 

（１）委託先は、事業が完了したとき、廃止、解除又は中止（以下「廃止等」という。）

の承認を受けたときは、収支金額を確定の上、事業が完了した日から１０日を経

過した日又は契約期間満了日のいずれか早い日までに、詳細に記載した完了報告

書（別紙様式３）、完了決算書（別紙様式４－１～４）及び支出を証明できる領

収書等の写しを文部科学省に提出すること。 

（２）委託先は、事業の成果普及等のため、上記（１）の事業完了報告書等のほか、

成果物（成果報告書を含む。）を文部科学省に提出するものとする。 

（３）成果物については、委託先においてもホームページに掲載するなど、成果普及

に努めること。 

 

１０．委託費の額の確定 



（１）文部科学省は、上記９．により提出された事業完了報告書及び事業完了決算書

について、検査及び必要に応じて現地調査を行い、その内容が適正であると認め

たときは、委託費の額を確定し、委託先に対して通知するものとする。 

（２）上記（１）の確定額は、本事業に要した決算額と委託契約額のいずれか低い額

とする。 

（３）文部科学省は、上記（１）において、適正な経費執行がなされていない場合、

経費の全部又は一部について、返納を求めることができる。 

 

１１．資産の管理 

本事業において取得した設備備品（取得価格が１０万円以上かつ耐用年数が１年

以上のもの）については、事業期間中善良なる管理者としての注意義務を負って管

理するとともに、委託費の額の確定後速やかに文部科学省に財産権を移転するもの

とする。 

また、設備備品の無償貸付け、亡失、損傷、返納、処分に当たっては、文部科学

省の承認（内容により報告)を必要とするものとする。 

 

１２．知的財産について 

本事業において発生した知的財産権は、事業終了時に原則として文部科学省に無

償で譲渡するものとする。ただし、技術、プログラム又はコンテンツに係る知的財

産権については、一定の条件の下で所定の手続を行うことにより、当該権利を文部

科学省に譲渡せず委託先に帰属させることができる。 

 

１３．委託の取消し 

（１）文部科学省は、委託先が委託要項等に係る違反をしたとき、実施に当たり不正

又は不当な行為をしたとき、又は委託事業の遂行が困難であると認めたときは委

託契約を解除することができる。 

（２）文部科学省は、上記（１）による場合で、概算払により既に経費を支出した場

合については、経費の全部又は一部について、返納を求めることができる。 

（３）上記（１）により経費の返納を求められたときは、文部科学省歳入徴収官の発

する納入告知書により返納しなければならない。 

 

１４．その他 

（１）文部科学省は、委託先による本事業の実施が当該趣旨に反すると認められると

きは、必要な是正処置を講ずるよう求めることができる。 

（２）文部科学省は、必要があると認めたときは、委託先に対して本事業の実施状況、

委託費の使途、その他必要な事項について報告を求め、又は実地調査を行うこと



ができる。 

（３）本事業によって実施する取組が、他の事業の委託費又は補助金等による財政的

措置を受けている場合は、本事業経費として支出することはできない。 

（４）文部科学省は、委託業務の実施に当たり、委託先の求めに応じて指導・助言を

行うとともに、その効果的な運営を図るため協力する。 

（５）管理機関は、成果のＷＥＢ上での公開や成果報告書等の配布、必要に応じて活

用状況の把握を行うなど、本事業により得られた成果が広く普及・活用されるよ

う努めるものとする。また、文部科学省が行う事業成果の活用状況の把握等に協

力するものとする。 

（６）この要項に定めのない事項で本事業の実施に必要な事項は、初等中等教育局委

託事業事務処理要領によるほか、文部科学省が必要に応じて別途定めるものとす

る。 
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１．事業の背景・目的 

 第４次産業革命の進展、デジタルトランスフォーメーション、６次産業化等、産業構造

や仕事内容は急速に変化しており、アフターコロナ社会においては、こうした変化が一層

急激になることが予見される中、産業人材育成を担う専門高校においては、成長産業化を

図る産業界と絶えず連動した職業人材の育成が喫緊の社会的要請になっている。 

これに対応するため、職業教育を主とする学科を置く高等学校及び中等教育学校の後期

課程等（以下「専門高校等」という。）と成長産業化に向けた革新を図る産業界等が一体と

なり、地域の持続的な成長を牽引し、絶えず進化する最先端の職業人材育成を推進し、成

果モデルを示すことで、全国各地で地域特性を踏まえた取組を加速化させることを目指す。 

  上記趣旨の達成のため、専門高校等と産業界、地方公共団体が一体となって最先端の職

業人材育成を推進するとともに、上記趣旨の達成に必要な専門高校等の職業人材育成にか

かる教育課程等の改善に資する実証的資料を得るための研究開発（実践的な研究を含む。

以下同じ。）を行う取組を「マイスター・ハイスクール事業」（以下、「本事業」という。）

として認定し、その中核となる専門高校等をマイスター・ハイスクール（以下、「指定校」

という。）に指定し、高校改革を推進する。 

２．事業の概要 

（１）事業概要 

本事業は、専門高校等と産業界、地方公共団体が一体となった最先端の職業人材育成を

推進するため、事業の運営に関する意思決定を行うマイスター・ハイスクール運営委員会

の設置や指定校の取組の統括者の役割を果たすマイスター・ハイスクール CEO の配置等、

事業の実施体制を整備するとともに、指定校における本事業の進捗を管理し、当該学校に

対し必要な指導・助言・支援等の取組を行う。 

マイスター・ハイスクール運営委員会は、地域産業の未来像を踏まえた、５年後１０年後

を見据えた高校段階の人材育成の在り方を検討して「マイスター・ハイスクールビジョン」

として示し、指定校においては、「マイスター・ハイスクールビジョン」に基づき、成長

産業化に向けて革新を図る産業界と一体となって最先端の職業人材育成に資する教育課

程等の研究開発を行う。 

 

（２）指定の対象 

本事業においては、職業を主とする専門学科（農業に関する学科、工業に関する学科、商

業に関する学科、水産に関する学科、家庭に関する学科、看護に関する学科、情報に関す

る学科及び福祉に関する学科をいう。）又は総合学科（職業に関する教科・科目を２５単

位以上開設している場合に限る。）を置く高等学校及び中等教育学校の後期課程取組を対

象とする。 

 

（３）事業の申請者 

   事業の申請者は、指定校の設置者（国立の高等学校等を設置する国立大学法人、公立

の高等学校等を所管する教育委員会、私立の高等学校等を設置する学校法人）、産業界

（企業、商工会議所等の経済団体、農業協同組合及び漁業協同組合等の協同組合、地方

銀行等の金融機関）、地方公共団体（市区町村・都道府県）の３者が共同で文部科学大臣
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あてに行うこととする。 

    

（４）企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

① 予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 70 条の規定に該当しない者であ

ること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約の締結のために必要な同意を

得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

② 文部科学省の支出負担行為担当官等から取引停止の処置を受けている期間中の者で

ないこと。 

 

（５）指定予定件数 

   ２件程度（指定件数は「マイスター・ハイスクール事業企画評価会議」において決定

する。） 

 

（６）申請要件 ※①～⑨については、すべてを満たすこと 

マイスター・ハイスクール事業の実施にあたっては、①～⑨について取り組むこと。 

①  管理機関は、本事業の運営に関する意思決定、評価等を行う「マイスター・ハイス

クール運営委員会」を設置すること。 

②  マイスター・ハイスクール運営委員会は、地方公共団体（市区町村、都道府県）が

掲げる地域産業の未来像（「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」等に位置付

けられている各地域の産業に関する数値目標等）を実現するため、５年後１０年後

を見据えた高校段階で育成すべき人材像の検討を行い、それに資する人材を育成す

るための実施計画としての「マイスター・ハイスクールビジョン」を策定するとと

もに、「マイスター・ハイスクールビジョン」の検証・改善、進捗管理をすること。

また、マイスター・ハイスクール事業推進委員会及び指定校の取組に対し、検証・

評価及び指導・助言を行うこと。 

③ マイスター・ハイスクール運営委員会は、本事業実施の統括者の役割を果たすマイ

スター・ハイスクールＣＥＯを、産業界等（地方公共団体（主に基礎自治体である

市区町村を想定）、地方銀行等の金融機関、企業、商工会議所等の経済団体、農業

協同組合及び漁業協同組合等の協同組合）等の現役役職者（部長級相当職等を想定）

から選任し、マイスター・ハイスクール事業推進委員会の委員長とするとともに、

学校設置者は、マイスター・ハイスクールＣＥＯを指定校に管理職等として配置す

ること。（詳細については、「（７）①マイスター・ハイスクール CEO」を参照） 

④  マイスター・ハイスクール運営委員会は、産業界の最先端の技術・知識等を指定

校において指導する産業実務家教員になる人材を産業界等の人材から選任すると

ともに、学校設置者は、産業実務家教員に特別免許状を付与し、指定校に常勤の教

諭等として配置すること。指定校においては、実験・実習を中心に年間を通して産

業実務家教員による担当授業を設定すること。（詳細については、「（７）②産業

実務家教員」を参照） 

⑤ 管理機関は、マイスター・ハイスクール運営委員会の決定事項に基づき、本事業を

実行するマイスター・ハイスクール事業推進委員会をマイスター・ハイスクール運

営委員会の下に設置すること。 
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⑥  マイスター・ハイスクール事業推進委員会は、「マイスター・ハイスクールビジョ

ン」に基づき、育成すべき人材像の育成に必要な学科や年限の改編も含めた教育課

程の刷新の方向性を検討、決定すること。（指定校の教育課程における研究開発に

当たっては、必要に応じて、学校設定教科・科目の設定、教育課程の特例を活用し

た取組等を行うこと。） 

⑦  指定校においては、産業界等において、産業界等の施設・設備を活用し、体系的な

授業・実習を一定程度実施すること。その際、管理機関（学校設置者、産業界、地

方公共団体（市区町村・都道府県））は、指定校が産業界等の施設内で授業・実習

を行えること及び産業界等の施設・設備を共同利用できることについて、「マイス

ター・ハイスクールビジョン」の中に含めておくこと。 

⑧  管理機関は、文部科学省による委託期間終了後においても本事業における取組を

継続的に取り組むこと。 

⑨ 管理機関は、絶えず進化する最先端の職業人材育成の推進及びそれに資する教育課

程等に関する研究開発の成果普及を実施するために、指定校と連携しながら、随時

管理機関や学校の Web ページ等で成果を発信するとともに、研究成果報告会を行

うこと。 

 

（７）マイスター・ハイスクール CEO及び産業実務家教員について 

   ①マイスター・ハイスクール CEO 

   （ⅰ）人物像について 

産業界等（地方公共団体（主に基礎自治体である市区町村を想定）、地方銀行等の 

金融機関、企業、商工会議所等の経済団体、農業協同組合及び漁業協同組合等の協同

組合）の現役役職者（部長級相当職等を想定）の出向。 

（ⅱ）役割について 

・マイスター・ハイスクール事業推進委員会の委員長となり、 「マイスター・ハイ

スクールビジョン」実行の中心人物として、職業人材育成を推進し、指定校におけ

る取組の実行を統括する役割を担う。 

・指定校における取組の実行の統括者として、学科や年限の改変も含めた教育課程

の刷新の方向性を検討、決定し、高等教育機関（大学、高専、専門学校）、金融機

関、産業界との連携等を行う。 

（ⅲ）身分等について 

・常勤職員として、校長、副校長、教頭として配置することを想定しているが、初年

度から常勤職員として配置が困難な場合は、非常勤職員として任用することも可

能とするが、その場合でも出来る限り、早期に管理職とすることが望ましい。 

    ・非常勤職員として配置している間も、事業の統括者としての役割を果たせるよう

校内でもその立場を確立させること。 

    ※マイスター・ハイスクール CEO の配置計画については、審査の際の重要な基準と

して設定。 

（ⅳ）その他 

・複数校を対象とする場合には、各指定校にマイスター・ハイスクール CEO を配置

することを原則とし、そのうち１名がマイスター・ハイスクール事業推進委員会の

委員長となること。 
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② 産業実務家教員 

（ⅰ）人物像について 

・成長産業化に必要不可欠な資質能力を育成するために、例えば高校生が社会で活躍

する数年先において社会実装される技術等に係る知見も有する技術者・研究者等（地

域の産業特性に応じた最先端の技術（数年後に社会実装されることも視野に入れた）

に携わっている技術者・研究者、現在地域の市場化に至らない魅力を成長産業化に変

革する取組に携わっている実務家・学識者等、成長産業化に必要な資質能力を育成す

ることに資する実務経験が豊かな者）。 

・産業界等からの出向または兼務。 

（ⅱ）役割について 

・指定校における実験・実習において、産業界の最先端の技術・知識等の指導を主に担

当するとともに、指定校内の本事業推進に係る分掌組織に属し、当該組織の長を補佐

し、特に産業界と一体となった教育課程の企画に関して統括する。 

・年間を通じて、少なくとも、週２～３コマは、実践的な実験・実習の授業を行うこ 

と。 

（ⅲ）身分等について 

・特別免許状を付与し、常勤の教諭として配置することを想定しているが、初年度から

の常勤の教諭として配置が困難な場合は、特別非常勤講師制度を活用し、非常勤講師

として配置することも可能とする。なお、その場合でも出来る限り、都道府県教育委

員会において、早期に特別免許状を付与し、常勤の教諭として配置とすることが望ま

しい。 

   ・特別非常勤講師として配置している間も、マイスター・ハイスクール事業推進委員

会の構成員として、教育課程の刷新の検討に携わる役割を果たせるよう校内でもそ

の立場を確立させること。 

   ※産業実務家教員の配置計画については、審査の際の重要な基準として設定する予定。 

（ⅳ）その他 

・複数校を指定校とする場合には、各指定校に産業実務家教員を配置すること。 

 

（８）実施期間 

   実施期間は原則として３年間とする。ただし、委託契約については年度ごとに締結す

ることとし、委託契約期間は委託を受けた日から契約書で定める日までとする。 

なお、年度ごとの実績や、翌年度以降の事業計画を踏まえつつ、継続することが妥当で

あると判断されれば次年度も対象とする。 

また、国の財政事情や事業の評価結果等により、当該実施期間を必ず保証するもので

はない。 

 

（９）委託額について 

  事業内容を踏まえ、以下のとおりとする。 

１件当たりの年間経費支援額 

 1,200 万円 程度 

※上記支援額は、当該会計年度において、マイスター・ハイスクール CEO や産業実務家
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教員が年間を通して恒常的に学校に配置された場合の金額の目安であることに留意する

こと。 

※本事業に係る経費は、指定内定後、実施計画書に基づいて適切な積算となっているか

精査し、調整することがあり得るため、留意すること。 

最終的な委託金額は、「マイスター・ハイスクール事業企画評価会議」（以下「企画評

価会議」という。）において、事業の規模及び本事業全体の予算額等に応じて調整を行

う。なお、指定２年目以降の委託金額については、事業の計画、前年度の実績、執行状況

及び本事業全体の予算額等を勘案して検討を行う。 

 

（１０）経費 

  本事業に係る経費は、指定内定後、改めて別途提出を求める実施計画書（マイスター・

ハイスクール事業委託要項（以下「委託要項」という。）６．（１））に基づき、文部科学

省と管理機関がその計画について調整を行った上で委託契約を締結し、適当と考えられる

経費に関して、初等中等教育振興事業委託費（「マイスター・ハイスクール事業」）によ

り、文部科学省から措置を行うこととする。 

なお、特定の研究開発事業に取り組む際には、学校における働き方改革を推進しつつ、

様々な資源を集中的・効率的に活用し、取り組むことが適当であることも踏まえ、文部科

学省が実施する職業教育を主とする学科等のみを対象とした研究開発事業の指定を受けて

いる高等学校等の場合、本事業の指定を重複して受けることは原則としてできない。 

また、本事業において指定校となる高等学校等が、同時に上記の研究開発事業以外の国

の事業を実施する場合には、同一の取組に対して複数の事業から経費を措置することはで

きないため、それぞれの事業の目的及び趣旨を適切に整理した上で計画すること。 

なお、既に他の研究開発事業の指定を受けている学校がマイスター・ハイスクール事業

に重複する形で申請を希望する場合は、必ず、既に指定を受けている当該研究開発事業の

要綱・要領等により当該事業における取り扱いについてご確認いただくとともに、事前に

産業教育振興室及び当該他の研究開発事業の担当まで相談すること。 

  本事業において使用できる経費の種類は、以下のとおりとする。 

経費区分一覧表 

経費区分 
内容例 

（事業に必要不可欠な経費のみ） 
積算基礎・備考 

１．諸謝金 
・委員会謝金 

・産業実務家教員謝金 等 

・都道府県・市町村等管理機関における基準単

価。 

・ただし、著しく高いものは不可。 

２．旅費 

・マイスター・ハイスクール CEO、産業

実務家教員、指定校の教員等の連携

交渉、学習活動の引率、教員研修に係

る費用（交通費、宿泊費、日当、旅行

雑費） 

・生徒の学習活動・実習に係る費用（交

通費、宿泊費） 

・成果発表会等への参加旅費 等 

・都道府県・市町村等における旅費規程。 

・電車代はグリーン車不可、航空運賃はエコノ

ミークラスのみ。 

・旅行先、泊数を明記。 

・タクシーを利用する場合は、利用することが

相当と認められる場合に限る。 

３．借損料 ・物品借料（バス借り上げ等） ・市場の相場と比して著しく高いものは不可。 

４．会議費 
・会場借料（会議や発表会等の開催） 

・外部有識者の出席する会議開催等に

・実費。 

・市場の相場と比して著しく高いものは不可。 
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伴うお茶代 ・原則として受託機関の諸規則によるものと

し、社会通念上常識的な範囲に限る。 

５．通信運搬費 
・はがき代／郵券代／郵便小包 

・電話代／パソコン通信費用 

・実費。 

・市場の相場と比して著しく高いものは不可。 

・電話代等の通信費は、支出根拠が明確かつ本

事業における使用分を分けることができる場

合に限る。 

６．消耗品費 

・用紙代 

・記録用 CD／DVD 等 

・トナー代／インク代 

・実費。 

・市場の相場と比して著しく高いものは不可。 

７．雑役務費 

・発表会開催に係るイベント運営業務 

・その他上記に属さない経費（振込手

数料、保険料等） 

・雑役務費における業務委託は、本事業を遂行

する上で必要となる補完的な定型業務に限

る。 

・支出の詳細が分かるようにすること。 

・教材作成費 

・報告書作成費 

・実費。 

・市場の相場と比して著しく高いものは不可。 

・用紙代は消耗品費に計上。 

・部数は常識的な範囲に限る。 

８．人件費 

・マイスター・ハイスクール CEO 

・産業実務家教員 

・事務補助員 

・学校設置者において雇用（常勤または非常

勤）。 

・マイスター・ハイスクール CEO、産業実務家教

員の人件費について、一定の範囲内で委託費

から充当可能。 

９．設備備品費 ・実習に係る設備備品 
・リースにより対応できる場合で、購入費用より

リースの方が安価の場合は計上不可。 

10．消費税相当額 
・人件費 

・外国旅費 等の不課税経費 

・課税事業者の場合のみ、左記に係る消費税相

当額（10％）を計上 

11．一般管理費 
・当該事業分として経費の算定が難し

い光熱水料等に係る経費 

・事業の直接経費（事業費、人件費、設備備品費）

に一定の率（一般管理費率）を乗じて算定した

額（10％を上限） 

・地方公共団体以外が申請する場合に限る。 

12．再委託費  
・再委託が合理的であると認められた場合のみ

一部可 

 

① 人件費・謝金について 

マイスター・ハイスクール CEO、産業実務家教員の人件費について、一定の範囲内で委託費から

充当可能とする。なお、本事業業終了後は、管理機関（産業界、学校設置者、地方公共団体（市区

町村等））において負担することとなることを見越して事業を計画すること。 

 

＜留意事項＞ 

・人件費には、社会保険（事業主負担を含む）・労災保険・健康保険、通勤費等を含む。 

・事業の申請者が独自に負担することにより、職種毎に複数名を雇用することも可能。 

 

② 消費税相当額について 

  文部科学省において実施されている委託業務は、「役務の提供」（消費税法（昭和 63 年

法律第 108 号）第２条第１項第１２号）に該当することから、原則として業務経費の全体
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が課税対象となる。したがって、積算した業務経費全体に消費税相当額を計上することと

なる。ただし、消費税込みの金額となっている経費には消費税が既に含まれており、消費

税相当額を別途計上すると二重計上となるため注意すること。 

  委託金額の積算に当たっては、課税事業者と免税事業者とでは次に掲げるとおり取扱い

が異なるため、下記の「課税対象表」を参照の上、適切な消費税額を計上すること。 

（ⅰ）課税事業者の場合（私立学校等） 

   事業実施過程で取引の際に消費税を課税することとなっている経費（以下「課税対象

経費」という。）は消費税額を含めた金額を計上し、課税対象経費以外の経費（不課税経

費）は消費税相当額を別途計上すること。 

（ⅱ）免税事業者の場合（地方公共団体） 

   消費税を納める義務を免除されているため、不課税経費に対し消費税相当額を別途計

上しないこと（消費税相当額は０円となる。）。課税対象経費について、消費税額を含

めた金額を各経費区分に計上すること。 

種別 内訳等 対象 注意事項等 

人件費  不課税 消費税相当額算出 

※給与として交通費を含め

ている場合交通費は消費

税込みなので留意。 

諸謝金  課税対象 ※委託先の基準により、税込

金額か税別金額か取扱が

異なるので要確認。給与と

して支給される場合は賃

金と同様。 

旅費（国内） 日当・宿泊費・運賃 課税対象 通常は税込金額 

旅費（外国旅費） 航空運賃 不課税 消費税相当額算出 

外国宿泊費・日当 不課税 消費税相当額算出 

借損料  課税対象  

消耗品費  課税対象  

会議費  課税対象  

通信運搬費  課税対象 切手は税込金額 

雑役務費  課税対象  

設備備品費  課税対象  

 

③ 委託費の対象外となる取組について 

（ⅰ）本事業の趣旨・目的に照らして関連性の不明確な取組 

本事業の趣旨・目的に照らして直接関連しない取組については対象外とする。 

（ⅱ）個人の取組 

a. 生徒、教職員が個人として、研修の受講やコンクールへの参加などを行う場合、受講

料・参加費・旅費は対象外とする。ただし、マイスター・ハイスクール事業の活動の

一環として学校単位やクラブ単位で生徒が参加する場合に必要な経費は、対象とす

る。 
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b. 学会、団体や協会等に会員として登録する場合の登録費、入会金、年会費等は対象外

とする。 

c. 外部有識者が出席する会議の開催に必要なお茶代（菓子等は含まない。）等を除き、

飲食費は対象外とする。 

 

④ 設備備品費について 

専門高校と産業界等が一体となって最先端の職業人材を育成するために必要な設備備

品を計上することを可能とする。（単価１０万円以上かつ耐用年数１年以上のもの） 

３．審査方法 

 審査については、審査要項等を参照すること。 

４．事業の実施 

（１）公募及び契約締結 

この公募は、令和５年度予算成立後に直ちに事業を開始できるよう、本予算成立前に始

める公募であることから、国会における本予算成立までの間、当該事業の実施の可否や事

業内容・規模、事業開始時期等に変更が生じる可能性があることに留意すること。 

また、国の契約は、契約書を締結（契約書に契約の当事者双方が押印）したときに確定

することとなるため、契約予定者として選定されたとしても契約書締結後に生じた経費の

みが委託費の対象となることに十分留意すること。なお、再委託先がある場合は、この旨

を再委託先にも十分周知すること。 

 

（２）指定時に付された条件の反映 

管理機関は、事業の実施に当たっては、企画評価会議による申請事業計画等の内容につ

いての改善のための条件を踏まえて実施するよう留意すること。以下の「６．（２）」に記

載する事業の評価においては、この条件への対応状況についても評価対象となる。 

 

（３）PDCAサイクル構築のための調査研究との協力 

本事業においては、高等学校等における事業実施の取組について、各取組の課題に対す

る助言、成果指標の作成やその検証を行い、フォローアップ支援、ＰＤＣＡサイクルの構

築及び運用を推進する取組を調査研究機関等に委託予定である。 

調査研究機関等は、本事業の取組に対する支援体制である「伴走支援チーム」を構築し、

各取組の進捗の確認や課題に対する支援等を実施するため、管理機関及び指定校において

は、適宜連携しながら学校における取組を行うこと。 

 

（４）完了報告書及び完了決算書の提出（委託要項９を参照） 

  指定された事業の申請者は、事業の実施状況について外部評価を行い、助言を得るとと

もに、毎年度の目標達成状況を含め、実施計画の実施状況につき適切な評価を行い、毎年

度、事業の進捗状況とともに完了報告書（委託要項（別紙様式３））を提出すること。 

また、毎年度、経費の使用実績に関する完了決算書（委託要項（別紙様式４－１～４））

を作成し、文部科学省へ提出すること。 

なお、提出された書類において、事業の実施に不十分な部分が認められる場合には、文
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部科学省は管理機関に対し、改善を求めることとする。 

また、本事業の実施に伴い作成する成果物（事業概要・説明資料、冊子、パンフレット

等。成果報告書を含む。）については、他の高等学校や都道府県等に対して研究開発した成

果を普及することを目的として作成し、提出すること（紙媒体１０部及び電子媒体）。 

 

（５）成果の普及 

  本事業による成果については、国民・社会に対しての説明責任を果たすとともに、他の

高等学校等に対する情報提供を通じた成果の幅広い普及の観点から、文部科学省ホームペ

ージ等により随時公表する。 

５．提出書類 

（１）提出書類 

 ①別紙様式２～７ 

本事業趣旨及び目的等を十分に踏まえ、所定の様式（別紙様式２～７）で調書を作成し、

文部科学大臣宛に申請すること。様式は、文部科学省のホームページからダウンロード

すること。 

・https://www.mext.go.jp/b_menu/boshu/detail/mext_00247.html 

・https://pf.mext.go.jp/gpo3/MextKoboHP/list/kp010000.asp（政府調達 HP） 

 ②審査要項等に記載する「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標」における認

定等又は内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認通知がある場合は、その写しを添付

すること。 

 ③誓約書 

  地方公共団体、国立大学法人、独立行政法人以外が事業の申請者となる場合は、別紙様

式７「暴力団等に該当しない旨の誓約書」を提出すること。また、事業計画書の内容に

業務を別の者に再委託する計画がある場合はその再委託先も誓約書を提出すること。「暴

力団等に該当しない旨の誓約書」を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に

反することとなったときは、委託契約を無効とする。 

 

申請に当たっての各書類の提出については、下記一覧の左欄に記載の本事業の指定校

となる学校別に、右欄に記載の組織に提出し、右欄の組織が取りまとめた上で文部科学

省に提出すること。 

本事業の指定校となる学校 取りまとめ 

・国立の高等学校等 国立大学法人附属学校事務主管課 

・公立の高等学校等（指定都市立のものを

除く） 

都道府県教育委員会高等学校教育主管課 

・指定都市立の高等学校等 指定都市教育委員会高等学校教育主管課 

・私立の高等学校等 都道府県私立学校事務主管課 

 

（２）提出期限 

令和５年２月１７日（金）正午必着 ※提出期限は厳守のこと 

 

https://www.mext.go.jp/b_menu/boshu/detail/mext_00247.html
https://pf.mext.go.jp/gpo3/MextKoboHP/list/kp010000.asp


 

11 

 

（３）提出先 

  電子媒体送付先：sangyo@mext.go.jp 

   

（４）提出方法 

 

申請事業計画書等【別紙様式２～７等】 

  申請事業計画書等は、下記に示す資料を上から順に並べて１つのＰＤＦファイルにする

こと。 

  ・別紙様式２－１、２（申請書かがみ、同意書） 

  ・別紙様式３（事業全体の概要が分かるビジュアル資料） 

  ・別紙様式４（申請事業計画書） 

  ・別紙様式４添付資料（令和５年度在籍生徒の３年間の教育課程表を入学年度ごとに作成

したもの、学校のパンフレット等） 

  ・別紙様式５－１～３（所要経費） 

  ・別紙様式６（担当者名簿） 

・別紙様式７（誓約書（暴力団等に該当しない旨の誓約書）） 

※別紙様式７については、地方公共団体、国立大学法人、独立行政法人が事業の申請者

となる場合は提出不要。 

 

提出する際は、以下の手続に沿って提出すること。なお、５．（１）の一覧にしたがって

取りまとめの上、期日までにまとめて提出すること。 

＜電子媒体をメールにて送付＞ 

各申請につき、以下のファイルをメールに添付して提出すること。 

✓ 全てのファイルを順に合わせた一つの PDFファイル※ 

✓ 別紙様式５・６の Excelファイル（各一つずつ） 

✓ 別紙様式７の Word ファイル 

※「全てのファイルを順に合わせた一つの PDFファイル」について 

・文部科学省のホームページからダウンロードする様式（別紙様式２～７）に基づく

ファイルと共に、別紙様式４に添付する教育課程表を提出すること。別紙様式４

に添付する教育課程表についても、「全てのファイルを順に合わせた一つの PDF

ファイル」に含めること。  

・「全てのファイルを順に合わせた一つの PDFファイル」を作成する際には、文字、

数字、図表等の記載内容が明確に記載されるように PDF形式に変換すること。 

     

※下記資料は、「全てのファイルを順に合わせた一つの PDFファイル」には含めない

こと。紙媒体による資料がある場合、当該資料を PDF ファイルにすることが可能な

場合は PDFファイルを、PDFファイルにすることが困難等により紙媒体による提出を

希望する場合は、紙媒体により提出すること。 

・別紙様式４に添付する学校のパンフレット（提出必須） 

・別紙様式５に記載する所要経費についての根拠書類（提出必須） 

・その他、別紙様式４に添付する資料（提出任意） 
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紙媒体により提出を希望する場合の送付先 

〒100-8959 東京都千代田区霞が関３－２－２ 

  文部科学省初等中等教育局参事官（高等学校担当）付 産業教育振興室 

 
 

＜電子メールの件名について＞ 

  提出する際の電子メールの件名については、「【マイスター申請】申請事業計画書

等：都道府県・指定都市名（公立・私立）、国立大学法人名」（「」は除く。）とする

こと。 

（例）○○県教育委員会の場合「【マイスター申請】申請事業計画書：○○県（公立）」 

○○県私学文書課の場合「【マイスター申請】申請事業計画書：○○県（私立）」 

○○大学（国立大学法人）の場合 

「【マイスター申請】申請事業計画書：○○大学」 
 

＜電子ファイルの件名について＞ 

    また、申請事業計画書等を提出する際の各ファイル名については、以下のようにす

ること。都道府県番号は、別紙様式１のシート「都道府県番号」を参考に各自記入する

こと。 

  （例） 

全体を一つにした PDFファイル 

…都道府県番号★、○県立△高校の場合「★○県△.全体」 

     都道府県番号★、学校法人○、△高校の場合「★○.△.全体」 

     都道府県番号★、国立大学法人○大学、△高校の場合「★○大学.△.全体」 

    別紙様式５、６の Excelファイル及び別紙様式７の Word ファイル 

      …都道府県番号★、○県立△高校の別紙様式●の場合「★○県△. 別紙様式●」 

     都道府県番号★、学校法人○、△高校の別紙様式●の場合「★○.△. 別紙様式●」 

     都道府県番号★、国立大学法人○大学、△高校の別紙様式●の場合「★○大学.△. 

別紙様式●」 

 

（５）留意事項 

 ① 申請書類の作成費用については、指定結果に関わらず申請者の負担とする。 

 ② 事故等によるメールの不達については、文部科学省は一切責任を負わない。 

③ 提出された申請書類については、本公募要領に従っていない場合や不備がある場合で

も、差し替えや訂正は認めない。 

 ④ 申請書類に、審査における判断の根本に関わるような重大な誤りや虚偽の記載、記載

漏れ等があった場合、審査対象とされないこともある。 

 ⑤ 提出された申請書類は、申請者の利益の維持、「行政機関の保有する個人情報の保護

に関する法律」その他の観点から、企画評価会議において審査等の資料として使用しま

すが、その他の目的には使用せず、内容に関する秘密は厳守される。詳しくは、文部科

学省「個人情報保護」WEBサイト（https://www.mext.go.jp/b_menu/koukai/kojin.htm）

を確認すること。 
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⑥ 公募期間中の質問・相談等については、当該者のみが有利となるような質問等につい

ては回答しない。質問等に係る重要な情報はホームページにて公開している本件の公募

情報に開示する。 

⑦ 事業実施にあたっては、契約書及び業務計画書等を遵守すること。また、女性の職業

生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定など企画提案書に記載した事項につ

いて、認定の取り消しなどによって記載した内容と異なる状況になった場合には速やか

に発注者に届け出ること。 

⑧ 再委託先が子会社や関連企業の場合、利益控除等透明性を確保すること。また、再委

託費以外のすべての費目においても、受託者の子会社や関連企業への支出に該当する経

費については、再委託費と同様の措置を行うか、取引業者選定方法において競争性を確

保することで、価格の妥当性を明らかにすること。 

⑨ 予算成立後、すみやかに契約締結するため、遅滞なく以下の書類を提出すること。業

務計画に再委託が予定されている場合は再委託先にも周知しておくこと。 

〔契約締結にあたり必要となる書類〕 

･ 実施計画書（委託業務経費内訳または参考見積書を含む） 

･ 所要経費積算表及び積算根拠資料（謝金単価表、旅費支給規定、見積書など） 

･ 令和５年度事業概要 

･ 令和５年度実施の教育課程表 

･ 別紙（銀行口座情報） 

６．その他 

（１）事業の申請者の留意事項 

   指定がなされ、初等中等教育振興事業委託費の交付を受けた場合、事業の申請者は以

下のことに留意すること。 

① 経理事務等 

本事業の経理等事務を適切に行うため、「マイスター・ハイスクール事業委託要項」に

基づき、管理機関のうち代表となる者が計画的に経費の管理を行うこと。その際、本事

業の経理については、他の経理と明確に区分し、その収入及び支出の内容を記載した帳

簿を備え、その収入及び支出に関する証拠書類を整理し、並びにこれらの帳簿及び書類

を当該取組が完了した年度の翌年度から５年間保存すること。 

② その他法令等、国の定めるところにより、必要な責任を負うこと。 

 

（２）事業の評価等（実施要項１１.（５）、１３.関係） 

   文部科学省は企画評価会議と協力して、事業終了後に委託期間全体の実績に関する事

後評価を実施する。また、毎年度の完了報告書における内容は、次年度以降の委託費の

配分に勘案するとともに、事業目標の達成が困難又は不可能と判断された場合は、事業

の中止も含めた計画の見直しを行うことがある。 

   また、事後評価等については、企画評価会議で定める評価方法、基準等に基づいて行

われる。 

 

（３）公表等 

   文部科学省においては、指定した事業及びその内容について公表を予定している。申
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請事業計画書等に基づき広報資料の作成等を行うことを予定しているため、事業の申請

者の御協力をお願いする。 

また、指定校においては、指定後３年間、申請事業計画書、毎年度の取組状況・成果等

を各学校の WEB サイトで公表することとする。他の学校や生徒を含め、広く情報提供

して積極的な情報発信に努めること。 

 

７．問合せ先 

  〒100-8959 東京都千代田区霞が関３－２－２ 

  文部科学省初等中等教育局参事官（高等学校担当）付 産業教育振興室 

  電話：03-5253-4111（内線 2904） 

  FAX ：03-6734-3727 

  メールアドレス：sangyo@mext.go.jp 

 

８．今後のスケジュール 

  下記は、現時点でのスケジュールであり、申請件数によっては、審査期間の延長により

予定が後ろ倒しになる可能性がある。 

 

   令和５年１月 12日 公募開始 

２月 17 日 申請事業計画書等の提出締切り【別紙様式２～７等】 

２月下旬～３月上旬  書面審査、企画評価会議による合議審査 

３月中旬～下旬    審査結果の通知及び内定 

４月    指定 

※予算成立の時期により契約時期が変更となる。 

 

※契約書締結後に生じた経費のみが委託経費の対象となるので、申請事業計画書等

の作成に当たっては、事業開始日に柔軟性を持たせた上で作成する必要があるこ

とに十分留意すること。なお、再委託先がある場合は、この旨を再委託先にも十分

周知すること。 



 
資料７ 

 令和 5年度マイスター・ハイスクール事業 

審査要項 

 

 

令 和 ５ 年 １ 月 １ ２ 日 

文部科学省初等中等教育局長 

 

１．審査の基本方針 

  令和５年度マイスター・ハイスクール事業の指定に関する審査は、職業を主とする専門

学科を置く高等学校及び中等教育学校の後期課程（以下｢専門高校等｣という｡）の学校設置

者（国立の高等学校等にあっては当該学校を設置する国立大学法人、公立の高等学校等に

あっては当該学校を所管する教育委員会、私立の高等学校等にあっては当該学校を設置す

る学校法人、以下同じ。）、産業界、地方公共団体（市区町村・都道府県）から提出され

たマイスター・ハイスクール事業にかかる申請書（以下「事業申請書」という。）につい

て、教育活動の実績を踏まえた計画の実現性、発展性、継続性、他の学校や地域への普及

などの観点により評価を行う。 

   

２．審査の方法 

（１）審査方法・審査の枠組み 

  審査の方法及び審査の枠組みは次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文部科学省 

審査要項の決定 

企画評価会議① 

書面審査 

企画評価会議② 

合議審査 

指定する事業の選定 



（２）審査の進め方 

  ① 書面審査 

・ 企画評価会議は、申請者から提出された事業申請書について、審査基準に基づき書

面審査を行うこと。 

・ 審査にあたっては必要に応じて事業申請書についての改善のための条件を付すこと

ができること。 

  ② 合議審査 

・ 企画評価会議は、書面審査の結果を参考に、合議により指定する事業を選定する。

なお、指定の選定に際しては、原則として書面審査の評点順とするが、事業の多様性

及び全国的な普及可能性を確保する観点から、産業分野、実施しようとする学科その

他の専門教育の内容、学校設置者及び地域性等のバランス（以下「産業・学科・地域

のバランス等」という。）に配慮することができること。 

・ 指定の選定に当たっては、必要に応じて事業申請書についての改善のための条件を

付すことができること。 

３．審査基準等 

（１）書面審査 

① 書面審査項目と審査の観点 

 書面審査は、別添の審査項目（１）～（８）にある各項目に沿って行い、それぞれに

ついて、５段階で「絶対評価」により評価することとする。なお、各審査項目の審査に

当たっては、実現可能性や事業の実施にいたる手順、時期等の明確性、経費の妥当性、

更に本事業の委託期間終了後も継続的かつ発展的に実施されることが期待できるなど将

来への発展性を評価して、審査を行うこととする。また、各審査項目については、その

重要性に鑑み、項目ごとに係数を乗じて評点に重み付けをすることとする。 

【評点】 ５点…非常に優れている。 

４点…優れている。 

３点…妥当である。 

２点…やや不十分である。 

１点…不十分である。 

 

  ② 加点に関する評価 

・マイスター・ハイスクールＣＥＯ及び産業実務家教員の配置に関して、常勤職員とし

て配置する時期に応じて評価を行い、加点する。（別添「審査項目及び配点」参照） 

 

③ 各評点の所見等 

・ 書面審査の所見は、指定すべき事業の選定に当たって極めて重要な判断材料となる

ため、 特に、各項目の評点で「５点又は１点」の評点を付した場合は、どの点が優

れているのか、又は、どの点が不十分なのかについて、具体的に判断根拠・理由等を

必ず「コメント」欄に記入すること。 

・ 審査項目に対応する記載の不備、誤記入等により判断できない場合は、評点を「１

点」とし、その具体的な理由を必ず「コメント」欄に記入すること。 

・ 計画の修正等の条件を付す必要がある場合は、必ずその内容を「総合所見」欄に記



入すること。なお、経費の妥当性については減額する必要がある場合はコメントを記

入すること。 

 

（２）評点の集計 

書面審査終了後、各委員の書面審査の評点を用いて計算した平均値（小数点以下第２位

を四捨五入すること。）を得点と見なす。 

なお、得点の計算に当たっては、各委員の評点のうち、最も大きい数と最も小さい数を

それぞれ１つずつ除いた数によること。 

 

（３）合議審査 

書面審査の結果を踏まえ、合議により指定する事業を選定する。指定の選定に際して

は、原則として得点の上位の事業から指定することとする。 

なお、事業の多様性及び全国的な普及可能性を確保する観点から、指定する事業全体

の１／３程度を目安とし、産業・学科・地域のバランス等にも配慮した指定をできるこ

ととするが、書面審査の評点に「２（やや不十分である）」又は「１（不十分であ

る）」の項目が著しく多い事業は指定しないこととする。 

また、指定の選定に当たっては、必要に応じて事業申請書についての改善のための条

件を付すことができる。 

 

４．開示・公開等 

（１）企画評価会議の審議内容の取扱い 

各事業の審査及び会議資料については、審査の円滑な遂行確保の観点から原則非公開と

する。ただし、企画評価会議が公開とすることを決定したときは、この限りでない。 

 

（２）審査結果について 

指定された事業は、文部科学省ホームページへの掲載等により、広く社会へ情報提供す

ることとする。 

 

（３）審査委員者の氏名について 

  企画評価会議の委員（以下「審査委員」という。）の氏名については、指定決定後に公

表することとする。 

 

５．審査委員の遵守事項 

（１）秘密の保持 

審査委員は、本審査で知り得た情報を口外してはならない。ただし、公表されている

内容はその限りではない。 

 

（２）利害関係者の審査 

① 審査委員は、競争参加者の中に次のいずれかに該当する者がいたときは、速やかに文



部科学省初等中等教育局参事官（高等学校担当）付に申し出なければならない。 

(ア) 競争参加者の企画提案書の中に、何らかの形で審査委員自身が参画する内容の記載が

あった場合 

(イ) 審査委員が所属している法人等から申請があった場合 

(ウ) 審査委員自身が、過去 5 年以内に競争参加者から寄附を受けている場合 

(エ) 審査委員自身が、過去 5 年以内に競争参加者と共同研究又は共同で事業を行いかつ

そのための資金を審査委員自身が受けている場合 

(オ) 審査委員自身と競争参加者との間に、過去 5 年以内に取引がありかつ競争参加者か

らその対価を審査委員自身が受け取っている場合 

(カ) 審査委員自身が、競争参加者の発行した株式または新株予約権を保有している場合 

(キ) その他、競争参加者（競争参加者が法人の場合はその役員、その他企画提案書の中の

研究代表者又は共同参画者等を含む）との間に深い利害関係があり、当該競争参加者

の審査を行った場合に社会通念上の疑義を抱かれるおそれがある場合 

② 前項の（ア）から（カ）に該当する場合、当該審査委員はその関係性を有する競争参

加者の審査を行ってはならない。また、（キ）に該当する場合、文部科学省は企画評価

会議に当該審査委員の審査の可否についての決定を求めなければならない。ただし、当

該審査委員自ら当該競争参加者の審査を辞退した場合はその限りではない。 

③ 企画評価会議は、前項の要請を受けた場合はただちに審査委員の中から委員長を選任

し、当該審査委員の審査の可否について決定しなければならない。また、企画評価会議

は、前項の要請を拒否することもできる。 

④ 審査委員は、前項により企画評価会議が審査を行ってはならないことを決定した場合

又は要請を拒否した場合はその関係性を有する競争参加者の審査を行ってはならない。 

 

（３）不公正な働きかけ 

① 審査委員は、当該審査について不公正な働きかけがあった場合は、速やかに文部科学

省初等中等教育局参事官（高等学校担当）付に報告しなければならない。 

② 文部科学省は前項の報告を受けた場合は適切に対処しなければならない。 

  



（別添） 

審査項目及び配点 

 満点 ３３０   

 

審査項目 係数 係数×5点 

（１）本事業の構想等について  30 

① 事業目的、「マイスター・ハイスクールビジョン」が、地方公共団体（市区町村、

都道府県）が掲げる地域産業の未来像の実現に資するものとなっているか。 
３ 15 

② 事業目的、「マイスター・ハイスクールビジョン」の概要が、明確に設定されてい

るか。 
３ 15 

（２）達成目標について  10 

① 申請計画における定量目標は、適切に設定されているか。 １ ５ 

②  申請計画における定性目標は、適切に設定されているか。 １ ５ 

（３）実施体制について  55 

① 意思決定機関（マイスター・ハイスクール運営委員会）及び事業推進機関（マイスタ

ー・ハイスクール事業推進委員会）の構成員の人数や人選は適切か。 
２ 10 

② 管理機関、意思決定機関（マイスター・ハイスクール運営委員会）、事業推進機関

（マイスター・ハイスクール事業推進委員会）の役割が明確かつ具体的に設定されて

おり、適切なものであるか。 

３ 15 

③ 意思決定機関（マイスター・ハイスクール運営委員会）が実施する「マイスター・ハ

イスクールビジョン」及びそれに基づく事業計画についての進捗管理、検証、改善等

の仕組みが明確かつ具体的に設定されており、適切なものであるか。 

３ 15 

④ 事業の対象となる学校について、学校における事業推進に係る分掌組織体制、教職員

の役割等が明確かつ具体的に設定されており、適切なものであるか。 
３ 15 

（４）マイスター・ハイスクール CEO について  65 

① マイスター・ハイスクール CEO の人選は適切であるか。 ２ 10 

② 本事業の実行の中心人物としての役割や任務の内容などが、明確かつ具体的に設定さ

れており、適切なものであるか。 
４ 20 

③ マイスター・ハイスクール CEO の配置計画について、明確かつ具体的に設定されて

おり、適切なものであるか。（最終的な配置の在り方及びそれに向けた関係者間での

検討のプロセスが具体的で適切か等。） 

４ 20 

加点 マイスター・ハイスクール CEO の配置時期について 

a 初年度又は 2 年目より、校長・副校長・教頭として配置する。 １５点 

b３年目に、校長・副校長・教頭として配置する。 １０点 

c 事業終了後に、校長・副校長・教頭として配置する。 ５点 
 

― 15 

（５）産業実務家教員について  50 

① 産業実務家教員の人数や人選は適切であるか。 ２ 10 

② 指定校内における実験・実習において、産業界の最先端の技術・知識等の指導が適切

に実施できるものであるか。（担当する教科・科目、時間数などについて具体性があ

るか。） 

４ 20 



③ 産業実務家教員の配置計画について、明確かつ具体的に設定されており、適切なもの

であるか。（最終的な配置の在り方及びそれに向けた関係者間での検討のプロセスが

具体的で適切か等。） 

 

２ 10 

加点 産業実務家教員の配置時期について 

a 事業期間中に、常勤の教諭として配置する。 １０点 

b 事業終了後に、常勤の教諭として配置する。 ５点 
 

― 10 

（６）３ヶ年の事業計画（具体的な研究開発内容）、国の指定期間終了後の取組等

について 
 75 

① ３ヶ年の事業計画が明確かつ具体的に設定されており、それぞれの年度においての取

組や、事業推進のスケジュールが適切なものであるか。 
３ 15 

② 研究開発全体の内容が産業界や地方公共団体（市区町村、都道府県）と一体となった

職業人材育成を推進する内容となっているか。 
３ 15 

③ 育成すべき人物像及び身に付けさせたい資質・能力が明確で、それらが具体的な研究

計画や開発すべき人材育成プログラム（カリキュラム）に反映され、専門学科等の学

習を通じたものになっており、妥当かつ実現可能な内容となっているか。 

３ 15 

④ 企業等との授業・実習に関する事項（方法、内容、場所、期間等）について明確かつ

具体的に設定されており、適切なものであるか。 
３ 15 

⑤ 成果の普及、国の指定期間終了後の取組について明確かつ具体的に設定されており、

適切なものであるか。効果的に成果を普及し、国の指定期間終了後も本事業の取組を

継続できるものとなっているか。 

３ 15 

（７）経費  25 

① 事業計画を実施するために適切な経費が計上されているか。（【審査の観点（例）】

1,200 万円という支援額は、通年において、マイスター・ハイスクール CEO や産業

実務家教員を指定校に常勤として配置した際の目安として経費の適性を判断。事業に

不要な経費が計画に入っていないこと等。） 

２ 10 

② 国による事業終了後においても取組が継続できる経費となっているか。（特にマイス

ター・ハイスクール CEO や産業実務家教員の人件費について、管理機関内で適正な

負担割合になっているか。） 

２ 10 

③ 設備備品を計上している場合は、事業計画の内容に合致したものであるか。 １ 5 

（８）ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標 

 対象：管理機関の内、代表となる機関（文部科学省と委託契約を結ぶ機関）の取組と

する。 

 20 

ワーク・ライフ・バランス等の取組に関する認定内容等により加点 

※２つ以上の取組を行っている場合は、最も配点の高いものについてのみ加点する。 

○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定

（プラチナえるぼし認定）等 

・認定段階１（労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）＝５点 

・認定段階２（労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）＝１０点 

・認定段階３＝１５点 

  



・プラチナえるぼし認定企業＝２０点 

・行動計画策定済（女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務が無い事

業主（常時雇用する労働者の数が１００人以下のもの）に限る（計画期間が満了し

ていない行動計画を策定している場合のみ）＝５点 

○次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・プラチナ

認定企業） 

・くるみん認定①（平成２９年３月３１日までの基準）（次世代法施行規則等の一部

を改正する省令（平成２９年厚生労働省令第３１号。以下「平成２９年改正省令」

という。）による改正前の次世代法施行規則第４条又は平成２９年改正省令附則第

２条第３項の規定に基づく認定）＝５点 

・トライくるみん認定＝１０点 

・くるみん認定②（平成２９年４月１日～令和４年３月３１日までの基準）（次世代

法施行規則等の一部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第 185号。以下「令和

３年改正省令」という。）による改正前の次世代法施行規則第４条又は令和３年改

正省令附則第２条第２項の規定に基づく認定（ただし、①の認定を除く。））＝１

０点 

・くるみん認定③（令和４年４月１日以降の基準）（令和３年改正省令による改正後

の次世代法施行規則第４条第１項及び第２号の規定に基づく認定）＝１０点 

・プラチナくるみん認定＝２０点 

○青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定 

・ユースエール認定＝１０点 

○上記に該当する認定等を有しない＝０点 

 

 



 
資料８ 

令和５年度マイスター・ハイスクール事業に係る質問事例集 

【令和５年１月１２日】 

 

１．申請等について 

Ｑ１．申請はどのような形態となるのか。 

Ａ１．本事業への申請は、専門高校等の設置者（国立の高等学校等を設置する国立大学

法人、公立の高等学校等を所管する教育委員会、私立の高等学校等を設置する学校法

人）、産業界（企業、商工会議所等の経済団体、農業協同組合及び漁業協同組合等の

協同組合、地方銀行等の金融機関）、地方公共団体（市区町村・都道府県）三者の共

同申請となります。 

 

Ｑ２．専門高校等の設置者、産業界、地方公共団体（市区町村・都道府県）の構成要素

は全てそろっていないと申請できないのか。 

Ａ２．この三者が管理機関となり、本事業を実施していくので全てそろっていないと申

請はできません。ただし、専門高校等の設置者と地方公共団体が同一である場合は、産

業界及び設置者でもある地方公共団体の二者が管理機関となって申請することができま

す。 

 

Ｑ３．専門高校等、産業界、地方公共団体（市区町村・都道府県）の連携パターンはど

ういったものが考えられるか。 

Ａ３．公募資料１「マイスター・ハイスクール（次世代地域産業人材育成刷新事業）概

要」の P13にもありますが、単一高校×単一企業×地方公共団体などだけでなく、複

数の学科や複数の高校×複数の民間企業、経済団体等×地方公共団体など様々な連携

パターンが考えられます。 

 

Ｑ４．申請対象にはどのような高等学校がなりうるか。 

Ａ４．職業を主とする専門学科（農業に関する学科、工業に関する学科、商業に関する

学科、水産に関する学科、家庭に関する学科、看護に関する学科、情報に関する学科

及び福祉に関する学科をいう。）又は総合学科（職業に関する教科・科目を２５単位

以上開設している場合に限る。）を置く高等学校及び中等教育学校の後期課程の取組

を対象としています。 

 

Ｑ５．申請の要件としての取組内容としてどのようなものを想定しているのか。 

Ａ５．公募要領「２．（６）申請要件」①～⑨の取組を行うことになります。 

 



2 

 

Ｑ６．公立学校において、学校再編整備の対象になりそうな学校が申請することは問題

ないか。 

Ａ６．申請に当たっての審査要件を満たした上で、今後の見通しも踏まえた事業計画書

等を作成し、本事業の趣旨に合致した取組を実施できるのであれば申請していただい

て構いません。 

 

Ｑ７．マイスター・ハイスクールの指定校として指定を受けることになった場合、申請

時に存在しない学科であるが、学科再編により指定２年目より新設される学科につい

て、指定２年目より指定校の事業として参画することは可能か。（例：A高校は、令和

５年度においては、農業科、普通科で構成されているが、令和６年度からは、農業科、

商業科に再編される方向となっている。令和６年度からは、商業科も本事業に取り組

んで良いか。） 

Ａ７．原則、申請時に記載した学科での取組に関する審査を経た内容について指定とな

りますが、再編後の学科もマイスター・ハイスクールの指定校の取組に参画すること

が申請時にわかっている場合には、申請事業計画書にその学科での取組も含めて記載

してください。 

 

Ｑ８．共同申請をする地方公共団体(市区町村・都道府県)は、マイスター・ハイスクー

ル事業の指定校が設置されている地方公共団体（市区町村・都道府県）とは異なって

もよいか。 

Ａ８．はい。ただし、本事業は専門高校等と成長産業化に向けた革新を図る産業界、地

方公共団体（市区町村・都道府県）が一体となって、地域の持続的な成長を牽引する

ための、絶えず進化する最先端の職業人材育成を推進するとともに、産業界等と一体

となって最先端の職業人材育成に資する教育課程等に関する研究開発を行うことを

趣旨としておりますので、高等学校等や地域の実情を踏まえ、事業の目的の実現にあ

たり必要な機関によって共同申請をすることが求められます。  

 

 

２．実施体制等について 

Ｑ１．「マイスター・ハイスクールビジョン」とはどういったものか。 

Ａ１．地方公共団体（市区町村・都道府県）が掲げる地域産業の未来像（「市町村まち・

ひと・しごと創生総合戦略」等に位置付けられている各地域の産業に関する数値目標

等）を実現するため、５年後１０年後を見据えた高校段階で育成すべき人材像の検討

を行い、それに資する人材を育成するための実施計画として、マイスター・ハイスク

ール運営委員会が作成するものです。また、これに基づき、マイスター・ハイスクー
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ル事業推進委員会は、育成に必要な学科や年限の改変も含めた教育課程の刷新の方向

性を検討、決定していきます。 

 

Ｑ２．マイスター・ハイスクール運営委員会について、公募資料１「マイスター・ハイ

スクール（次世代地域産業人材育成刷新事業）概要」において想定されるメンバーと

して挙げられている「産業政策、地方創生、学校地域連携等に専門的知識を有する者」

は必須か。 

Ａ２．「産業政策、地方創生、学校地域連携等に専門的知識を有する者」については、

マイスター・ハイスクール事業実施要項３（４）に明記されているとおり、当該事業

を実施する上で必要な専門的知識を有する者で構成いただくことになります。 

 

Ｑ３．マイスター・ハイスクール指定校とは、どのような学校のことをいうのか。 

Ａ３．マイスター・ハイスクールＣＥＯ及び産業実務家教員が原則配置され、マイスタ

ー・ハイスクールビジョンに基づき教育課程の刷新・実践等を実施する学校であり、

これを行わず、本事業の取組の一部を指定校と連携して実施する学校は、マイスター・

ハイスクール指定校にはなりません。 

 

Ｑ４．指定校においては、毎年度、教育課程の刷新を行わないといけないのか。 

Ａ４．指定２年目、３年目、さらに指定終了後において、刷新の実施時期は強制しませ

んが、絶えず進化する産業構造・仕事内容に即応した教育課程に刷新していただく必

要があります。 

 

３．マイスター・ハイスクールＣＥＯについて 

Ｑ１．マイスター・ハイスクールＣＥＯの想定される人材像や役割はどういったものか。 

Ａ１．産業界等（地方公共団体（主に基礎自治体である市区町村を想定）、地方銀行等

の金融機関、企業、商工会議所等の経済団体、農業協同組合及び漁業協同組合等の協

同組合）の現役役職者（部長級相当職等を想定）の出向を想定しています。役割は、

マイスター・ハイスクール事業推進委員会の委員長となり、「マイスター・ハイスク

ールビジョン」実行の中心人物として、職業人材育成を推進し、指定校における取組

の実行を統括する役割を担い、指定校における取組の実行の統括者として、学科や年

限の改変も含めた教育課程の刷新の方向性を検討、決定し、高等教育機関（大学、高

専、専門学校）、金融機関、産業界との連携等を行うことです。 

 

Ｑ２．マイスター・ハイスクールＣＥＯを、学校教育法上の校長、副校長、教頭として
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配置することは必須か。校長、副校長、教頭の職にこだわらず、事業の統括者として

の役割と権限を有する常勤の職として校内組織に明確に位置付けて配置することで

申請条件を満たすことになるか。 

Ａ２．マイスター・ハイスクールＣＥＯは指定校における取組の実行を統括する役割を

担い、指定校における取組の実行の統括者として、学科や年限の改変も含めた教育課

程の刷新の方向性を検討、決定する立場にありますので、校長、副校長、教頭として

配置する必要があります。ただし、人事上の手続き等でそれが難しい場合は、非常勤

職員として任用することは可能ですが、その場合でもできる限り早期に管理職とする

ことが望ましいと考えます。非常勤職員として配置したとしても、本事業の要件であ

るマイスター・ハイスクールＣＥＯの役割を果たせるよう校内でもその立場を確立さ

せることが必須です。 

 

Ｑ３．マイスター・ハイスクールＣＥＯの配置について、校長、副校長、教頭として配

置することを想定しているが、教員免許状は必要か。 

Ａ３．学校教育施行規則第２０条、第２１条、第２２条、第２３条に基づき、必ずしも

教員免許は必要ありません。 

 

Ｑ４．マイスター・ハイスクールＣＥＯと産業実務家教員は、同一人物が兼務すること

はできるのか。兼務する場合、常勤での勤務が難しくなるがよいか。 

Ａ４．マイスター・ハイスクールＣＥＯと産業実務家教員は役割が異なること、早期に

マイスター・ハイスクールＣＥＯは校長、副校長、教頭に、産業実務家教員は常勤の

教諭とすることを目的としていることから兼務することは考えておりません。 

 

Ｑ５．マイスター・ハイスクールＣＥＯは、民間企業の現役役職者（部長級相当職等）

を必ず配置しなければならないのか。 

Ａ５．必ずしも民間企業の人材を配置する必要はなく、地域の実情に応じて地方公共団

体（市区町村・都道府県）や地方銀行等の金融機関の地方創生関係の業務等を担う人

材を任用することも可能と考えます。また、本事業は、第４次産業革命の進展、デジ

タルトランスフォーメーション、６次産業化等、産業構造や仕事内容の急速な変化を

背景とし、成長産業化に向けた革新を図る産業界、地方公共団体（市区町村・都道府

県）が一体となって地域の持続的な成長を牽引するための、絶えず進化する最先端の

職業人材育成を推進するという趣旨であることから、OB ではなく現役役職者を想定

しています。 

 

Ｑ６．マイスター・ハイスクールＣＥＯ及び産業実務家教員について、職種ごとに複数
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名を雇用することも可能とあるが、配置人数は、複数名になってもよいか。 

Ａ６．マイスター・ハイスクールＣＥＯについては、指定校につき原則 1名配置するこ

とを想定していることから指定校が複数であれば複数名配置することとなります。た

だし、そのうち 1名は、マイスター・ハイスクール事業推進委員会の委員長となるこ

ととしています。また、産業実務家教員については、指定校につき原則 1名配置、指

定校が複数であれば複数名配置を想定していますが、必要に応じて 1つの指定校につ

いて複数名配置することもあると想定しております。 

 

Ｑ７．マイスター・ハイスクールＣＥＯは出向元の産業界等の業務に従事できるのか。

出向元の産業界等の業務に従事する場合、公立学校において常勤で勤務をすることは

可能か。 

Ａ７．マイスター・ハイスクールＣＥＯは、管理職（校長、副校長、教頭）として配置

することを想定しております。公立学校の管理職として配置した場合は、当該職は常

時勤務を要する職としてその職務に専念する義務が発生することから、その本務に支

障がないとして教育委員会による兼職兼業の許可がなされない限り、出向元の企業・

地方公共団体・金融機関等の業務を含めた他業務に従事することはできません。常勤

職員として配置することが困難な場合は、事業の統括者としての役割を果たせるよう

校内でもその立場を確立させることを条件に、非常勤職員として配置することも可能

としています（その場合でも早期に管理職とすることが望ましいと考えます。）。非常

勤職員の場合においても、事業の取組に支障がないような勤務形態にするなど、本事

業を実施する管理機関の人事上の手続等に沿って実施してください。 

 

Ｑ８．マイスター・ハイスクールＣＥＯは産業界等の現役役職者（部長級相当職等を想

定）の出向を想定とのことだが、特定の個人ではなく、産業界等の組織に業務委託す

ることは可能か。ＣＥＯの業務全体について、組織全体で担ってもらうことを想定し

ている。 

 Ａ８．マイスター・ハイスクールＣＥＯは、将来的には学校の常勤職員として管理職

を担うという、学校の職員として発令するものであることから、組織に委託するとい

うことは考えられないものです。民間企業に限らず、地方公共団体、金融機関、商工

会議所等の経済団体、農業協同組合及び漁業共同組合等の共同組合から選出された特

定の人物について、常勤職員として校長、副校長、教頭として発令・配置することを

想定するものであり、こうした団体等と十分連携し、マイスター・ハイスクールＣＥ

Ｏとして適切な者を人選することが期待されます。 

 

Ｑ９．マイスター・ハイスクールＣＥＯと産業実務家教員は、産業界等の異なる組織か



6 

 

ら派遣してもらうことでもよろしいか。 

Ａ９．マイスター・ハイスクールＣＥＯと産業実務家教員の派遣元が同一の組織か異な

る組織であるかについてはどちらでも構いません。 

 

 

４．産業実務家教員について 

Ｑ１．産業実務家教員の想定される人材像や役割はどういったものか。 

Ａ１．人材像については、成長産業化に必要不可欠な資質能力を育成するために、例え

ば高校生が社会で活躍する数年先において社会実装される技術等に係る知見も有す

る技術者・研究者等（地域の産業特性に応じた最先端の技術（数年後に社会実装され

ることも視野に入れた）に携わっている技術者・研究者、現在地域の市場化に至らな

い魅力を成長産業化に変革する取組に携わっている実務家・学識者等、成長産業化に

必要な資質能力を育成することに資する実務経験が豊かな者）であり、産業界等から

の出向または兼務を想定しています。また、役割については、指定校における実験・

実習において、産業界の最先端の技術・知識等の指導を主に担当するとともに、指定

校内の本事業推進に係る分掌組織に属し、当該組織の長を補佐し、特に産業界と一体

となった教育課程の企画に関して統括することです。 

 

Ｑ２．産業実務家教員には、どのような制度を用いる必要があるか。 

Ａ２．特別免許状を付与し、常勤の教諭として配置することを想定していますが、初年

度から常勤の教諭として配置が困難な場合は、特別非常勤講師制度を活用し、非常勤

講師として配置することも可能とします。ただし、その場合でも、できる限り都道府

県教育委員会等において、早期に特別免許状を付与し、常勤の教諭として配置するこ

とが望ましいと考えます。 

 

Ｑ３． 産業実務家教員については、２年目から必ず常勤として置かねばならないのか。 

Ａ３．必ずしもそうではありませんが、出来る限り早期に常勤の教諭として配置するこ

とが望ましいと考えます。 

 

Ｑ４．産業実務家教員は出向元の産業界等の業務に従事できるのか。出向元の産業界等

の業務に従事する場合、公立学校において常勤での勤務をすることが可能か。 

Ａ４．産業実務家教員は、特別免許状を付与し、常勤の教諭として配置することを想定

しております。公立学校の教諭として配置した場合は、当該職は常時勤務を要する職

としてその職務に専念する義務が発生することから、その本務に支障がないとして教
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育委員会による兼職兼業の許可がなされない限り、出向元の企業の業務を含めた他業

務に従事することはできません。（初年度からそうした配置が困難な場合は、特別非

常勤制度を活用し、非常勤講師として配置することも可能ですが、都道府県教育委員

会等の免許授与権者において、早期に特別免許状を付与し、そのうえで、常勤の教諭

として学校に配置することが期待されます。）非常勤職員の場合においても、事業の

取組に支障がないような勤務形態にするなど、本事業を実施する管理機関の人事上の

手続等に沿って実施してください。 

 

Ｑ５．産業実務家教員について、臨時免許状を付与し講師（常勤）として配置すること

や実習助手として配置することで申請条件を満たすことになるか。 

Ａ５．産業実務家教員は、特別免許状を付与し、常勤の教諭として配置することを想定

していますが、初年度からこうした配置が困難な場合は、特別非常勤講師制度を活用

し、非常勤講師として配置することも可能と考えます。しかし、その場合でもできる

限り都道府県教育委員会等において、早期に特別免許状を付与し、常勤の教諭として

配置することが望ましいと考えます。なお、臨時免許状は、普通免許状を有する者を

採用できない場合に限り、例外的に授与する助教諭の免許状であり、学校の外部の産

業界等の実務家を教員として配置する本事業の趣旨に馴染まないものです。また、実

習助手は、教諭の職を助けるために配置する職であり、産業実務家教員に求められる

産業界の最先端の技術・知識等の指導を担当し、指定校内の本事業推進に係る分掌組

織に属し、産業界と一体となった教育課程の実現という趣旨からは、基本的に馴染ま

ないものと考えます。 

 

 

５．経費について 

Ｑ１．委託費の支援額の上限が 1,200万円となっているが、そこに占める人件費の割合

も含めてどのように計上したらよいか。 

Ａ１．1,200万円という支援額は、通年において、マイスター・ハイスクールＣＥＯや

産業実務家教員を指定校に常勤として配置した際の目安としての経費です。マイスタ

ー・ハイスクールＣＥＯや産業実務家教員の雇用形態（常勤か非常勤）等も含め、計

画に沿っており適切かつ妥当な経費を計上しているか審査します。適切かつ妥当でな

いと判断された場合は、採択にあたって委託経費の減額となることもあります。 

 

Ｑ２．マイスター・ハイスクールＣＥＯと産業実務家教員の人件費は委託費の中で支出

してよいのか。 
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Ａ２．マイスター・ハイスクールＣＥＯ、産業実務家教員の人件費の一部を本事業の委

託費（国費負担）として計上することは可能です。ただ、本事業は専門高校、産業界、

地方自治体（市区町村・都道府県）が共同申請し、３者が管理機関になること及び事

業終了後の自走可能な体制を整えることを見据えると３者の管理機関において分担

して負担することを想定しています。 

 

Ｑ３．海外研修にかかる費用についても、委託費の対象となるか。 

Ａ３．委託費の対象外とはしていませんが、昨今の新型コロナウイルス感染症の拡大状

況を踏まえ、実現可能な事業計画を作成してください。 

 

Ｑ４．設備備品について、事業終了後、文部科学省に返還することとなるか。 

Ａ４．委託要項「１１．資産の管理」に記載しているとおり、本事業において取得した

設備備品（取得価格が１０万円以上かつ耐用年数が１年以上のもの）については、事

業期間中善良なる管理者としての注意義務を負って管理するとともに、委託費の額の

確定後速やかに文部科学省に財産権を移転するものとします。ただし、文部科学省が

承認した場合は、設備備品の無償貸付け等を受けることができます。 

 

Ｑ５．設備備品を委託費から計上する際に、上限の目安はあるか。 

Ａ５．上限を定めているわけではありませんが、事業の計画に合致したものであり、事

業の取組に真に必要となる設備備品のみが委託費の対象となります。また、審査の際

には、事業計画を実施するために適切な経費が計上されているかについて審査の基準

になります。 

 

Ｑ６．雑役務費の対象経費として、「保険料」とありますが、具体的にはどのような

保険料か。 

Ａ６．保険の対象者は、生徒・教師等であり、傷害保険（本事業を実施するために新

規で加入する保険に限る）など、事業を実施する上で法律により支払いが義務付け

られている保険料を計上することとします。なお、当該委託業務で購入した物品の

ための保険料の計上はできません。 

 

Ｑ７．「支出を証する書類」について、航空機の半券を紛失した場合には、どうすれ

ばよいか。 

Ａ７．航空機を利用した場合には、領収書の他に搭乗半券が必要となりますが、搭乗

半券を紛失した場合には、航空会社が発行する搭乗証明書などにより当該航空機を
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利用したことが分かる書類を添付してください。 

 

Ｑ８．交通費の「支出を証する書類」について、路線バスを利用した場合でも領収書

が必要となるか。 

Ａ８．路線バス等の利用により領収書の添付が困難な場合には、利用区間と当該区間

の料金が分かる書類（ＨＰから印刷など）を添付してください。 

 

Ｑ９．旅行会社発行の領収書には委託費対象外の経費が含まれてしまう場合がありま

すが、委託費対象経費のみの領収書を添付する必要があるか。 

Ａ９．領収書は、可能な限り本事業の委託費の対象となっている経費に対する金額が

記入されているものを添付してください。なお、委託費対象経費のみの領収書の添

付が困難な場合には、領収書に記載された金額について、委託費対象経費と対象外

経費の内訳を説明する書類を添付してください。 

 

Ｑ10．交通手段としてタクシーを利用することは可能か。 

Ａ10．陸路の交通手段としては、路線バス又は鉄道を想定しています。やむを得ずタ

クシーを利用する場合には、領収書の他にタクシーを利用する必要性を説明する書

類を添付してください。 

 

Ｑ11．管理機関のうち文部科学省と契約を締結する代表機関が、専門高校等の設置者以

外（産業界、市区町村、都道府県）であり、マイスター・ハイスクールＣＥＯ及び産

業実務家教員を教員として配置する場合の委託費の人件費の取扱いはどのようにし

たらよいか。 

Ａ11．マイスター・ハイスクールＣＥＯ及び産業実務家教員を本委託費の人件費として

計上する場合には、文部科学省と契約を締結する代表機関が直接雇用する必要があり

ます。 

よって、指定校に配置する場合、学校設置者が直接雇用することになりますが、こ

の場合、文部科学省との直接の契約者ではないので人件費として計上できません。た

だし、文部科学省と契約を締結する代表機関と学校設置者が委託契約を締結し、国と

の契約のなかでは再委託という費目で計上し、「マイスター・ハイスクールＣＥＯ及

び産業実務家教員の業務」について外部委託することは可能です。ただし、本事業の

委託契約の締結機関は代表機関であることから、本事業の全部を外部委託していると

いうことにならないよう会計検査院等も含め対外的に説明責任を果たしてください。 
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Ｑ12．委託費の年間経費支援額 1,200万円は３年間同額で措置されるのか。 

Ａ12．公募要領２（９）に記載のとおり、指定２年目以降の委託金額については、事業

の計画、前年度の実績、執行状況及び本事業全体の予算額等を勘案して検討を行うこ

とになりますので、同額が措置できるとは限らないということを念頭に、計画を立て

るようにしてください。 

 

６．事業終了後について 

Ｑ．事業の遂行によって教育課程や教育内容の刷新が十分に達成されたとしても、本事

業終了後もこの体制を維持することは申請の際の必須要件となるのか。 

Ａ．本事業は、成長産業化に向けた革新を図る産業界等と専門高校が一体となり、地域

の持続可能な成長を牽引するため、絶えず進化する最先端の職業人材育成の推進を目

的として、産業構造・仕事内容の絶え間ない変化に即応した教育課程を刷新し続ける

必要があることから、指定終了後においても取組を継続して実施することは要件とな

ります。 

 

７．他事業との関係について 

Ｑ．同一校が、国の他の研究開発事業と本事業の両方の委託を受けることができる

か。 

Ａ．公募要領２（１０）に記載のとおり、特定の研究開発事業に取り組む際には、学

校における働き方改革を推進しつつ、様々な資源を集中的・効率的に活用し、取り

組むことが適当であることも踏まえ、文部科学省が実施する職業教育を主とする学

科等のみを対象とした研究開発事業の指定を受けている高等学校等の場合、本事業

の指定を受けることは原則できないこととなっています。なお、この場合でも双方

の事業を支障なく実施できる等の理由がある場合は御相談願います。 

  また、本事業において指定校となる高等学校等が、同時に上記の研究開発事業以

外の国の事業を実施する場合には、同一の取組に対して複数の事業から経費を措置

することはできないため、それぞれの事業の目的及び趣旨を適切に整理した上で計

画してください。 

  なお、既に他の研究開発事業の指定を受けている学校がマイスター・ハイスクール

事業に重複する形で申請を希望する場合は、必ず、既に指定を受けている当該研究開

発事業の要綱・要領等により当該事業における取り扱いについてご確認いただくとと

もに、事前に産業教育振興室及び当該他の研究開発事業の担当まで相談してください。 
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